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第 1 章 序論

1.1 本研究の背景

電力の供給は一般の住宅から大規模な工場に至るまでの様々な需要家を対象として行わ

れている。このため日本ではこのような複数多岐にわたる需要を 3 つの需要区分に大別し

ている。1 つ目は一般家庭など低圧供給により電灯または小型機器を使用する「電灯需要」、

2 つ目は商店や小規模な工場などで低圧供給により使用される「電力需要」、3 つ目は高圧

および特別高圧供給によりビルや大規模な工場などで使用される「特定規模需要」に大別

される。図 1.1 に日本における電灯・電力使用電力量の推移を示す(1)。ただし、図中の電灯

は「電灯需要」、電力は「電力需要」と「特定規模需要」を合わせたものである。

図 1.1 より、使用電力量は、オイルショックの 1973 年度以降着実に増加し、1973 年度か

ら 2007 年度の間に約 2.6 倍に拡大した。しかし、2008 年度から世界的金融危機の影響で生

産が低迷し、企業向けを中心に電力消費が減少に転じた。一方、2010 年度は前年度より約

3.8％の増加とやや回復した。しかし、2011 年 3 月に発生した東京電力(株)福島第一原子力

発電所事故を契機として、電力需給が逼迫する中で電力使用制限令や節電目標が設定され

たこともあり、2011 年度の電力消費は前年度より約 5.1％の減少となった。このうち、1973

年度から 2011 年度の間に電灯の使用電力量は約 4 倍に増加し、鉱工業の使用電力量の増加

は約 1.5 倍に留まったため、電灯と業務用電力等を含む民生用需要が約 7 割を占めるに至

った。

電力消費の増加は、長期的にみても民生用消費によって牽引されてきた。これは、家庭

部門では生活水準の向上等により、エアコンや電気カーペット等冷暖房用途の機器の普及

が急速に伸びていること等によるものである。また、業務部門の電力消費の増加は、事務

所ビルの増加や、経済の情報化・サービス化の進展を反映したオフィスビルにおける OA 機

器の急速な普及等が進んだためである。電力化率は、1970 年度には約 27.8％であるが、2010

年度では約 43.6％に達した。
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図 1.1 日本における電灯・電力使用電力量

図 1.2 日本における発電形態毎の発電設備容量
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図 1.3 日本における発電形態毎の発電電力量

表 1.1 2010 年度および 2011 年度における発電電力量

図 1.2 に日本における発電形態毎の発電設備容量の推移を示す(1)。図 1.2 に示すように、

発電設備は 1963 年度に初めて火力発電設備容量が水力発電設備容量を上回り、いわゆる「火

主水従」に移行した。しかし、1973 年度の第一次オイルショックを契機として、原子力発

電、石炭火力発電、LNG 火力発電等の石油代替電源の開発が積極的に進められ、電源の多

様化が図られた。この結果、2011 年度末の発電設備容量は、原子力 20.0％（4,896 万 kW）、

LNG 火力 25.9％（6,353 万 kW）、石炭火力 15.8％（3,887 万 kW）、石油火力 19.0％（4,655

万 kW）、水力 19.2％（4,700 万 kW）、再生可能エネルギー0.2％（57 万 kW）となった。

図 1.3 に日本における発電形態毎の発電電力量を示し、表 1.1 に 2010 年度および 2011 年

原子力 石炭火力 水力 LNG火力 石油火力 揚水
再生可能
エネルギー

計

2010年度
3,004

(30.8%)

2,323

(23.8%)

765

(7.8%)

2,657

(27.2%)

811

(8.3%)

83

(0.9%)

119

(1.2%)

9,762

(100%)

2011年度
1,018

(10.7%)

2,392

(25.0%)

777

(8.1%)

3,772

(39.5%)

1,372

(14.4%)

86

(0.9%)

133

(1.4%)

9,550

(100%)

発電電力量 [億kWh]
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度における発電電力量を示す(1)。図 1.3 に示すように、2011 年度以前の発電電力量は将来に

わたり安定かつ経済的に電力を供給するために、原子力をベース、火力、水力など、それ

ぞれの発電形態の特性を活かして組み合わせる形態（電源のベストミクス）を取っていた。

しかし、2011 年 3 月に発生した東日本大震災による東京電力(株)福島第一原子力発電所事故

のため原子力発電の割合は減少し、火力発電の割合が増加した。その結果、表 1.1 に示すよ

うに、2010 年度と比較して 2011 年度の全発電形態に対する原子力の割合は 10.7%に減少し、

LNG 火力および石油火力の割合はそれぞれ 39.5%および 14.4%に増加した。

原子力は、1966 年に初の商業用原子力発電所である日本原子力発電(株)東海発電所（16.6

万 kW）が営業運転を開始し、2010 年度には発電電力量が 3,004 億 kWh となった。しかし、

東京電力(株)福島第一原子力発電所の事故後、原子力発電所が定期検査等で次々に停止し、

2011 年度の原子力の発電電力量は 1,018 億 kWh となり、前年度の約 34%となった。

LNG は、1969 年にアラスカから購入が開始されて以来、安定的かつクリーンなエネルギ

ーとしての特性を生かし、環境規制の厳しい都市圏での大気汚染防止対策上、極めて有効

な発電用燃料として導入されてきた。二度のオイルショックを経て、石油代替エネルギー

の重要な柱となり、その導入が促進されてきた。2011 年度の LNG 火力の発電電力量は 3,772

億 kWh となり、第一次オイルショック時における LNG 導入当初と比較すると約 42 倍の水

準となった。

石炭は確認可採埋蔵量が豊富で、比較的政情が安定している国々に広く存在しているた

め供給安定性に優れ、石油・LNG などより相対的に安価なことから、第一次オイルショッ

ク以降、安定供給の観点から石炭火力発電の導入が図られている。2011 年度の石炭火力の

発電電力量は 2,392 億 kWh となり、第一次オイルショック時に比べて約 14 倍の水準となっ

た。

石油火力は第一次オイルショック以降、石油代替エネルギーの開発・導入等により減少

基調で推移した。1984 年以降、石油火力は一時的に増加傾向に転じたが、原子力発電の新

規運転開始・高稼働率、LNG や石炭などの火力発電に比べ発電コストが高いことにより、

ベースミドル供給力からピーク供給力へと移行し、その発電電力量は減少した。2010 年度

の石油火力の発電電力量は 811 億 kWh となり、第一次オイルショック時（2,775 億 kWh）

と比較すると約 3 割の水準となった。しかし、2011 年度以降原子力発電所の稼働率の低下

等を補うため、短期的に石油火力の発電電力量が上昇している。
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図 1.4 温室効果ガスによる地球温暖化の仕組み

しかし、これら化石燃料の大量消費により発生する地球温暖化問題は、地球レベルでの

問題となっている。図 1.4 に温室効果ガスによる地球温暖化の仕組みを示す(2)。太陽からの

日射エネルギーは電磁波の形で地球上に伝わる。太陽からの電磁波は地球上で吸収されて

熱になり、その熱で暖められた地球は電磁波の形でエネルギーを宇宙に放射する。このよ

うに、太陽と地球との間でのエネルギーの授受によって地球の温熱環境は維持されている。

地球からの放射エネルギーは波長約 4~100μm の範囲にある赤外線であり、放射された電

磁波の波長約 13~17μm の範囲にある赤外線の一部は大気中の二酸化炭素（CO2）により吸

収され、地表から宇宙への熱の放出量を少なくしている。このように、熱を外に放出しな

いようにする効果が温室とよく似た働きをしていることからこれを大気の温室効果と呼び、

これに関与する気体のことを温室効果ガスと呼ぶ。温室効果ガスが大気中に多く含まれる

ようになると赤外線の吸収量が増加し、気温が上昇し、温暖化による様々な弊害が懸念さ

れる。

化石燃料の大量消費は、地球温暖化の影響が最も大きい CO2 の大気中への放出につなが

る。さらに近年の産業活動の活発化により、その他の「温室効果ガス」である冷蔵庫の冷

媒、IC 製造時に使用されるフロンや代替フロン、火力発電所や自動車による化石燃料の燃

焼に伴って発生する亜酸化窒素（N2O）、家畜糞尿等の腐敗物であるメタン（CH4）等の放

出が増加している。これらの「温室効果ガス」によって地球レベルの気候変動が予測され、

すでにそれらの兆候はさまざまな形で現れ、世界各地に異常気象をもたらしている。IPCC

（Intergovernmental Panel on Climate Change：気候変動に関する政府間パネル）の 2013 年第
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5 次評価報告書第 1 作業部会報告書では 1880~2012 年において地球の平均地上気温が約

0.85℃上昇し、1986~2005 年を基準とした 2016~2035 年の平均地上気温の変化は 0.3~0.7℃の

間である可能性が高いと予測している。また、それ以降は環境の保全と経済の発展が地球

規模で両立すれば 21 世紀末までに 0.3~1.7℃上昇し、このまま化石燃料を重視し続ければ

2.6~4.8℃上昇することを予測している(3)。

日本における再生可能エネルギーの導入拡大は、前述の地球温暖化防止およびエネルギ

ー源の多様化に貢献するとともに、エネルギー輸入依存の低減を図ることが可能であり、

エネルギー安全保障の強化を図る上で、非常に重要な位置付けにある。また、日本はエネ

ルギー政策の基本である 3E、すなわち、エネルギー安定供給の確保（Energy Security）、環

境への適合（Environment）、経済効率性（Economic Efficiency）の実現を図る上で、再生可

能エネルギーの導入拡大が急務であり、2010 年 6 月に改定された政府のエネルギー基本計

画においても、2020 年までに一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割合を

10%にするとの高い目標が掲げられた。ここでいう再生可能エネルギーとは、太陽光・風力・

水力・地熱など人類の時間スケールで考えたとき、枯渇するおそれのないエネルギー源の

ことである。また、石油、石炭や天然ガスなどの化石燃料とは異なり発電時に CO2 を排出

しないため環境への影響も極めて少なく、大規模導入に向けて期待が寄せられている。

図 1.5 に再生可能エネルギーの一種である太陽光発電の世界における導入量[%]（2010 年）

を示す(4)。日本は諸外国と比べて国土が狭く山間部が多いという大きな制約を受けながらも、

太陽光発電は「余剰電力買取制度」のもと家庭の伸びが目ざましく、日本全体での導入実

績は 2010 年時点で世界第 3 位である。また、電力各社では 2020 年度までに、「メガソーラ

ー」と呼ばれる大規模太陽光発電施設を全国約 30 地点で約 14 万 kW（約 4 万世帯分の電気

使用量に相当）設置する計画を進めている。



7

図 1.5 世界における太陽光発電設備導入量（2010 年）

上述したように、大きな期待を寄せられている再生可能エネルギーであるが、他の発電

形態に比べ高コストであることに加えて、太陽光発電や風力発電は発電電力が気象条件や

時間帯、季節によって大きく左右されることから、安定かつ経済的な電源として活用する

ためには、克服すべき課題もある。

再生可能エネルギーの中でも潮汐、海流・潮流などの海洋エネルギーは他の再生可能エ

ネルギーと比べてエネルギー密度が高い。また、日本は 200 海里経済水域面積が世界第 6

位であり、海洋エネルギーの取得上恵まれた条件にある(5)。この中で、潮流と潮汐に着目す

ると、潮流は流れの運動エネルギー、潮汐は位置エネルギーを利用するものである。潮流、

潮汐エネルギーは月と地球の天体運動に基づく起潮力によって発生し、地球の自転に伴っ

て変化するエネルギーである。潮流は 1 日 2 回の干満、15 日周期の大潮、小潮で表現され

るように変動する流れであり、その流れは周囲の地形に大きく依存する(6)。更に、潮流・潮

汐エネルギーは他の再生可能エネルギーとは異なり、数年先まで予測可能である。したが

って、計画的に使用でき、信頼性の高いエネルギーと云える。これらの特徴を活かしつつ、

潮流・潮汐エネルギーの利用を実用化するためには発電コストの問題をクリアすることが

必要である。最近では地球温暖化対策として他の再生可能エネルギーとともに追い風を受

けている。
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潮汐発電を行う上での大前提として干満差が大きいことがあげられ、商業的に成立する

ためには 6m 以上の干満差が必要とされている(6)。潮汐発電では外海と貯水池を分けるため

に堤防を作る必要がある。そのため、堤防の建設コストを抑えるためにできるだけ短い堤

防で大きな貯水池が作れるような地形に恵まれていることが望ましい。代表的なものとし

てランス潮汐発電所が挙げられる(6)。フランス北西部の英仏海峡を臨むランス川河口から

4km 上流側に作られた潮汐発電所であり、潮位差は最大で 13.5m、平均でも 8.5m であり、

潮汐発電の最適地の一つである。堤防の中央部の長さ 330m の部分に出力 10MW の 4 枚翼

横軸カプラン型水車 24 機が据え付けられており、最大出力は 240MW である。

潮流発電は、流れの中に水車を設置して流れのエネルギーを回転エネルギーに変え、水

車に接続されている発電機により電気エネルギーに変換するものであり、潮汐発電のよう

にダムを建設する必要がないので「環境にやさしい」といわれている(6)。また、流れの強さ

は、主に周囲の地形によって支配されるので、干満差自体は小さくても潮流が速いところ

は世界各地にあるので、潮汐ほど地域性は強くない。特に英国では潮流発電に対して積極

的な取り組みが行われている(7)。Marine Current Turbines（MCT）社は 2003 年にプリマスに

おいて、直径 11m の 2 枚翼のプロペラ式タービンを用いた発電出力 300kW の潮流発電シス

テムを設置、Seaflow と呼ばれる実証プロジェクトを行った。このプロジェクトは、SeaGen

プロジェクトに引き継がれており、1.2MW の商用プラントが稼働している。これは世界初

の商用規模の系統連系形潮流発電システムであり、発電した電力はアイルランドの ESB

Independent 社が購入している。日本においても、1983 年から 1988 年の日本大学における来

島海峡でのダリウス形水車による潮流発電の実海域試験(8)、1984 年の科学技術庁（現：文

部科学省）資源調査所の鹿児島県乳ノ瀬戸におけるサボニウス形水車による潮流発電(9)、

1986 年の徳島大学による鳴門瀬戸におけるクロスフロー形水車による潮流発電(10)が挙げら

れる。
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1.2 発電機の定速・可変速運転方式

本研究で検討する潮流発電は入力が変動するという観点から、風力発電と同様の発電方

式が考えられる。風力発電では、発電機回転速度がほぼ一定の定速運転方式および可変の

可変速運転方式が考えられ、図 1.6 に示す 4 つの方式に分類される(11)。

図 1.6(a)は、かご形誘導発電機が増速機を介して風車で駆動される方式であり、1980 年代

(a) 誘導発電機直結方式

(b) 誘導発電機の二次抵抗制御方式

(c) 誘導発電機の二次励磁制御方式

(d) 同期発電機による直流リンク方式

図 1.6 定速運転方式と可変速運転方式
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頃より風力発電の商用機に広く用いられてきた方式である。本方式の利点として、かご形

誘導発電機を用いるため発電機の構造が単純かつ堅牢であり、系統と直結することができ

るため経済的であることなどが挙げられる。しかし、発電機の回転速度については制御が

できない（定速運転方式）ため、突風等の急激な風速変動により発生する発電機出力の変

動が大きいという短所も有している。また、起動時の突入電流対策として逆並列サイリス

タ等によるソフトスタート回路を設けることが多く、運転時には力率改善用コンデンサを

併設する必要がある。

図 1.6(b)は、巻線形誘導発電機の発電機二次側に接続される変換器により等価的に外部抵

抗の大きさを制御し、回転子の回転速度を可変とする方式である。この場合、回転速度の

変化範囲は定格回転速度の 10%増程度に限られるため、本方式は部分可変速機と呼ばれる

こともある。また、この方式も図 1.6(a)の方式と同様に力率改善用コンデンサ、ソフトスタ

ート回路が必要である。

図 1.6(c)は、巻線形誘導発電機の二次側に双方向の電力変換器を接続し、回転子の回転速

度を同期速度の上下の範囲で可変とする方式、いわゆる超同期セルビウス方式である。二

次巻線励磁用の電力変換器容量は発電機定格容量の 3 割程度とすることが多いため(12)、風

車の回転速度の可変範囲もそれに応じたものとなる。なお本方式の発電機は二重給電誘導

発電機（DFIG：Doubly Fed Induction Generator）と呼ばれる。本方式は、図 1.6(a)の方式に

比べ、風車の回転速度を制御することにより、風車の最大効率となる周速比で運転ができ

ること以外に、発電機の力率調整が可能であり、起動時の突入電流を小さくできる。一方、

系統事故時は固定子電圧の変化により、回転子回路に発生する過電圧や過電流から電力変

換器を保護する必要がある(12)。

図 1.6(d)は、同期発電機を用い、その交流発電電力をコンバータにより直流電力に変換し

た後、インバータを用いて商用周波の交流電力とし、電力系統に連系する方式である。図

1.6(c)の方式と同様に、風車の回転速度は可変とすることができる。なお同期発電機の回転

子（界磁）は直流電源で励磁する場合と永久磁石を用いる場合がある。また本方式では、

同期発電機として多極同期発電機を用いることにより、増速機を省略することも多い。本

方式の特徴は、基本的に図 1.6(c)の方式と共通であるが、本方式では回転速度の可変範囲が

大きいことからさらに融通性に富んだ運転ができる傾向にある。しかし、図 1.6(c)の方式に

比べ電力変換器の定格容量は発電機と同じ容量が必要となるため、コスト面からはやや不

利となる。また、図 1.6(c)、(d)の方式は、風車の回転速度を可変とすることができることか

ら、可変速機とも呼ばれている。
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1.3 本研究の目的および関連する研究の動向

本研究で検討する潮流発電システムは、水車としてダリウス形水車を用いて、発電機に

より水車の回転エネルギーを電気エネルギーに変換するものである。これまでにこの水車

を潮流発電用の水車として利用するため、木方ら(8)は海洋実験により、塩野ら(13)は水路実験

によりダリウス形水車の特性について検討を行っている。

潮流の流速は外洋では弱く、海岸の近くで強く現れる。また、海面から海底までの流速

分布は上層部ほど速く(5)、流れの持つ単位時間あたりのエネルギーは流速の 3 乗に比例する

ため、潮流発電システムは上層部に設置する方が有利である。この場合、単機あたりの水

車規模は船舶の航行および漁業などに支障のない程度の規模となることが予想される。系

統と連系する潮流発電システムの運転方式としては、前述のかご形誘導発電機を用いる定

速運転方式が最も簡便で経済的である。直井ら(14)(15)は、この方式の潮流発電システムに用

いる増速比（ギア比）を変化させると、発電電力量が変化する事に着目し、発電機が過負

荷とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を明らかにした。また、

求めた増速比、発電機の定格容量および明石海峡中央付近における 1年間の流速の推定値(16)

を用いた場合の潮流発電システムの年間設備利用率は約 10%となる。一般に太陽光発電の

年間設備利用率は 12%、風力発電は 20%といわれており(17)、太陽光発電よりわずかに低い

が同程度となった。そこで本研究では、年間設備利用率をさらに高めることを目的として、

可変速運転方式である巻線形誘導発電機を用いた潮流発電システムについて検討する。

潮流発電と同様の発電方式となる風力発電において可変速運転を行う場合、ピッチ角制

御および電力変換器を接続した発電機の速度制御が用いられる。特に、ピッチ角制御は定

格風速以上における出力変動平滑化効果が注目されている。

松坂ら(18)は、ピッチ角制御システム中のフィードバック信号の修正動作の遅れに基づく

出力変動を抑えるために、フィードフォワード制御を追加し、出力を安定化する手法を提

案している。その結果、ピッチ角制御システム中に従来のフィードバック制御に加えてフ

ィードフォワード制御を併用する方法は、出力変動を抑制する手法として有効であること

を示している。

しかし、潮流発電においてタービンは海中で動作する。海水は空気に比べ粘性が大きく、

流体密度はおよそ 850 倍と大きいため、これに耐える強度とする必要がある。ピッチ角を

可変とすると可動部が必要であり、強度的に不利である。前述したように、潮流は月と地

球の天体運動により発生する起潮力に基づくものである。このため、風力発電において発

生する発電機出力の急激な変動は発生しない。したがって、本研究で検討する潮流発電シ
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ステムでは、ピッチ角に相当する翼取付角が固定されたダリウス形水車を用いる。このた

め、発電機の速度制御のみで可変速運転を行う。発電機の速度制御を行うには、速度制御

システムを構築する必要がある。風力発電において、巻線形誘導発電機または同期発電機

を用いる場合の速度制御システムについて検討した研究例として以下に述べるものが挙げ

られる。

Pena ら(19)は、巻線形誘導発電機の回転子回路に PWM インバータを接続したシステムの

特性について実験的に検討している。風車の可変速制御方式として電流制御モードと速度

制御モードを提案している。風速のステップ変化に対する回転速度の応答を検討した結果、

電流制御モードに比べ速度制御モードが優れた応答を示すことを明らかにしている。

Mauricio ら(20)は、風力発電システムにおける発電機の巻線抵抗は温度や表皮効果の影響

を受けるため、公称値を使用して制御器を設計した場合、制御器の性能が低下することを

指摘している。そこで、Mauricio らはこれらを抑制するための風力発電システムの適応非線

形制御法について検討を行っている。その結果、提案した制御器は目標となる有効、無効

電力に対して良好に追従することを明らかにしている。

甲斐ら(21)は、発電機二次側と系統の間に接続された電圧型インバータをもつ巻線形誘導

発電機に対する一次有効・無効電力のベクトル制御方式を提案し、制御システムの動作を

シミュレーションにより検討を行っている。その結果、系統と発電機の二次側の間に接続

された電圧型インバータにより回転子回路に供給する電圧を調整することで発電機の一次

有効・無効電力はそれぞれ独立して制御されることを明らかにしている。

森本ら(22)は、永久磁石同期発電機（PMSG：Permanent Magnet Synchronous Generator）を

用いた風力発電システムにおいて、風力エネルギーを最大限に利用し、最大の発電電力を

得るための PMSG 制御システムを提案している。一般に、PMSG の制御には位置・速度情

報が必要となるが、位置・速度センサを用いることなく PMSG の高性能制御を実現するセ

ンサレス制御を提案し、実験的に検討を行っている。

本研究では制御モードとして、最大出力点追従（MPPT：Maximum Power Point Tracking）

制御方式、発電機入力（水車出力）、一次有効電力および二次供給電圧の大きさを一定に制

御する定格一定制御方式について検討を行う。流速の変化に対し MPPT 制御方式は最大水

車出力、定格一定制御方式は発電機入力（水車出力）、一次有効電力および二次供給電圧の

大きさを一定にする水車出力を得るために回転速度を制御する。また、本研究で検討する

潮流発電システムでは、発電機として同期発電機に比べインバータ容量を低減することが

できる超同期セルビウス方式の巻線形誘導発電機を用いる。そこで、本研究では二次側に
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接続するインバータ容量をさらに低減するために、励磁電流は一次側から供給する。よっ

て、励磁電流となる一次電流の無効分は一定となるように制御し、流速の変化に対し各制

御モードにおいて決められた水車出力となる回転速度に制御を行う制御システムを構築す

る。

次に、可変速運転方式である巻線形誘導発電機を用いた潮流発電システムから発生する

発電電力量について検討を行う。風力発電システムから発生する発電電力および発電電力

量について検討を行っている研究例として以下に述べるものが挙げられる。

Uctug ら(23)は、巻線形誘導発電機の回転子回路にサイリスタで構成されたインバータを接

続した風力発電システムの定常状態における数式モデルを導出し、システムの定常状態に

おける動作および増速比を変化させた場合の発電電力について検討している。

Datta ら(24)は、かご形誘導発電機を用いた定速・可変速運転方式および巻線形誘導発電機

（超同期セルビウス方式）を用いた可変速運転方式における発電電力量の比較検討を行っ

ている。その結果、巻線形誘導発電機と電力変換器を用いた可変速運転方式における発電

電力量はかご形誘導発電機を用いた定速運転方式と比較して約 62.7%増加、かご形誘導発電

機と電力変換器を用いた可変速運転方式と比較して約 22.8%増加することを明らかにして

いる。

しかし、これらの研究は増速比または発電機の定格容量の一方もしくは両方が決められ

ているもので検討しており、増速比および発電機の定格容量に対する発電電力量の関係に

ついて述べているものは見当たらない。

本研究では、可変速運転方式である巻線形誘導発電機を用いた潮流発電システムにおい

て水車の規模および流速分布が与えられた場合、発電機が過負荷とならず発電電力量を最

大とする増速比および発電機の定格容量を決定する。また、発電電力量を最大とする増速

比および発電機の定格容量を用いた場合の速度制御システムの応答について

MATLAB/Simulink を用いてシミュレーションにより検討を行う。

1.4 本論文の概要

本論文は以下のように、6 章から構成されている。

第 1 章「序論」では、本研究の背景、発電機の定速・可変速運転方式、本研究の目的、

関連する研究の動向および本論文の概要について述べる。
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第 2 章「潮流発電システムの発電電力量」では、潮流発電システムの発電電力量を求め

るための計算手法について述べる。潮流発電システムの発電電力量を求めるには水車の効

率に相当するパワー係数が必要となるため、はじめにダリウス形水車のパワー係数特性お

よび平滑化スプライン関数によるパワー係数特性の近似について述べる。次に、流速の出

現確率密度関数を用いた発電電力量の計算法について述べる。

第 3 章「速度制御システム」では、発電機の回転速度と一次 d 軸電流を目標値として二

次側に供給する電圧（二次供給電圧）を制御することにより回転速度を制御する制御シス

テムを構築する。本研究では、流速の変化に対し次章以降で検討する最大出力点追従（MPPT）

制御方式では最大水車出力、定格一定制御方式では発電機入力（水車出力）、一次有効電力

および二次供給電圧の大きさを一定にする水車出力を得るために回転速度は制御される。

また、本研究で提案する潮流発電システムでは、二次側に接続するインバータ容量を低減

するために、発電機の励磁電流を一次側から供給し、これを一定となるように制御する。

さらに、本章では構築した制御システムを用いて流速のステップ変化に対する応答につ

いてシミュレーションにより確認し、制御システムの有効性を検証する。

第 4 章「最大出力点追従制御方式」では、潮流発電システムが最大出力点追従（MPPT）

制御方式で運転している場合、発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比お

よび発電機の定格容量を求める手法を提案し、増速比および発電機の定格容量を求める。

MPPT 制御は太陽光発電や風力発電で用いられている制御方式である。本研究で検討する潮

流発電システムの MPPT 制御は風力発電と同様に、流速の変化に対し最大水車出力を得る

ために発電機の回転速度を制御し、潮流エネルギーを高効率で電気エネルギーに変換する

制御方式である。

さらに、発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を用いた場合、流速の

正弦波変化に対する速度制御システムの応答についてシミュレーションにより検討する。

第 5 章「定格一定制御方式」では、MPPT 制御方式と比較し発電機の定格容量を低減し、

年間設備利用率を増加する制御方式について検討する。

第 4 章で検討する MPPT 制御方式の場合、出現確率密度の低い年間最大流速に合わせた

発電機の定格容量とする必要があるため発電機の定格容量が大きくなり、経済的に不利と

なる。そこで、本章では発電機の定格容量を小さくするために、定格を超える範囲の流速
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で運転するための 3 つの制御方式を提案する。本研究で提案する制御方式は、発電機が定

格となる流速までは MPPT 制御で運転を行い、それ以上の流速において発電機入力（水車

出力）一定、一次有効電力一定および二次供給電圧の大きさを一定として制御を行う方式

である。本研究では、これら 3 つの制御方式を定格一定制御方式という。

定格一定制御方式において、発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比お

よび発電機の定格容量を求めるが、発電機の定格を超える範囲の流速において制御方式が

変化する。このため、増速比および発電機の定格容量に対する解曲面の傾きが不連続とな

る。本章では、傾きが不連続な関数の最大化問題を解く手法として遺伝的アルゴリズム

（GA：Genetic Algorithm）を適用する。

さらに、発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を用いた場合、流速の

正弦波変化に対する速度制御システムの応答についてシミュレーションにより検討する。

第 6 章「結論」では、本研究で得られた成果をまとめ、今後の課題について述べる。
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第 2 章 潮流発電システムの発電電力量

2.1 はじめに

本章では、潮流発電システムの発電電力量を求めるための計算手法について述べる。潮

流発電システムの発電電力量を求めるには水車の効率に相当するパワー係数が必要となり、

このためにまずダリウス形水車のパワー係数特性について検討を行う。パワー係数特性は

翼周辺の流れが複雑であり理論的には十分に解明されていないため、本研究では水路実験

により得られたパワー係数特性を用いる。しかし、水路実験により得られたパワー係数特

性は実験値であるため離散値である。このため、本研究では平滑化スプライン関数を適用

しパワー係数特性の近似を行う。

発電電力量は対象となる期間における発電電力を時間で積分することにより求められる

が、本研究では流速の出現確率密度関数を用いた発電電力量の計算法について検討する。

流速の出現確率密度関数を求めるための流速データの一例として、海上保安庁海洋情報部

より公表されている明石海峡中央付近における 1 年間の流速の推定値(16)を用いる。

2.2 ダリウス形水車の水車特性

ダリウス形水車とは、ダリウス形風車の原理に基づき水車として応用したものである。

ダリウス形風車のブレードの形状はトロポスキエン曲線であるが、水中で用いる場合、流

体の粘性に耐える強度とするため、図 2.1(a)に示すような直線状のブレード、いわゆる直線

翼垂直軸形水車とした。このブレードの翼形には対称翼 NACA633-018(25)をもとに、図 2.1(b)

に示すようにキャンバー線を水車の回転円周に合わせた円弧キャンバー翼とし、このブレ

ードを円周上に等間隔に配置した構造としている。

潮流は約 6 時間ごとに流れの方向が反転する特徴がある。このような自然流から有効に

エネルギーを取り出すには、流れの方向に無関係に一方向に回転する無指向性の水車が望

ましい。潮流発電に利用されている無指向性の水車として、揚力形に分類されるダリウス

形水車、抗力形に分類されるサボニウス形水車(26)などがある。ダリウス形水車は揚力形で

あるため翼の周速度が流速以上（周速比：2~3）になること、構造が簡単であること、効率

がサボニウス形水車に比べて高いなどの利点がある。このため、我々は潮流発電に適用す

る水車としてダリウス形水車を用いる。

ダリウス形水車の動作原理について述べる。図 2.1(a)の回転面を単純に 2 次元と考え、ブ

レード 1 枚が水車半径 r の円周上の回転位置 θT にある場合、流速 v とブレードの周速度 u
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図 2.2 翼に作用する力

の関係を示すと図 2.2 のようになる。ブレードに対する流体の流れ（相対速度）w は、v と

u の合成となり、(2.1)式となる。

2cos21   Tvw (2.1)

ただし、λ：周速比(=rωT/v)、r：水車半径、ωT：水車回転角速度、v：流速であり、周速比は

ブレードの周速度 u に対する流速 v の比として定義される。

一様な流れの中に置かれたブレードは流体から力を受ける。この力は図 2.2 のように相対

速度方向に働く抗力 FDと垂直に働く揚力 FLに分解でき、流体密度を ρ、ブレード面積を A

(a) ダリウス形水車

(b) 翼形状

キャンバー線

図 2.1 ダリウス形水車と翼形状
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とすると各力はそれぞれ(2.2)式、(2.3)式となる。

2

2

1
AwCF LL  (2.2)

2

2

1
AwCF DD  (2.3)

ただし、CL、CD はそれぞれ揚力係数、抗力係数であり、ブレードの形状、迎え角、レイノ

ルズ数およびブレード面の粗さなどに影響される。これらの関係から、1 枚のブレードに働

く接線方向の力 F1は(2.4)式のようになる。

 cossin1 DL FFF  (2.4)

また、αは迎え角であり、図 2.2 より(2.5)式となる。











 






T

T

cos

sin
tan 1 (2.5)

1 枚のブレードに発生するトルク T1 は(2.6)式となる。

  cossin
2

1 2
1 DL CCrAwT  (2.6)

ブレード枚数 n の水車に発生する 1 回転中の平均トルク Tqは(2.7)式となる。







2

0
1

2
Tq dT

n
T (2.7)

トルクの評価には(2.8)式に示す無次元のトルク係数 CTを用いる。

25.0 Srv

T
C

q
T


 (2.8)

ただし、S：水車の掃過面積(=d×h)、d：水車直径、h：水車高さである。また、水車出力

PTo は(2.9)式となる。

qTTo TP  (2.9)

掃過面積 S の水車に流入する流体の持つパワーつまり水車入力 PTiは(2.10)式となる。

3

2

1
SvPTi  (2.10)

水車の効率に相当する水車のパワー係数 CPは(2.11)式となる。

Ti

To
P

P

P
C  (2.11)

2.3 水路実験によるパワー係数特性およびパワー係数特性の近似法

水路実験にて水車特性を求めるために試作した水車の仕様を表 2.1 に示す。表 2.1 のソリ

ディティ σ は水車の回転円周の全面積に対する全ブレード面積の比として定義される(27)。
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ダリウス形水車のような垂直軸形水車の場合、ブレード 1 枚のキャンバー線に沿った長さ

を Caとすると、ソリディティ σは(2.12)式となる。

d

nCa


  (2.12)

(2.12)式の σを大きくすると水車は低回転、高トルクとなるため、水車特性は抗力形の特性

に近くなる。

水路実験により得られた周速比 λに対するトルク係数 CT を図 2.3 に、パワー係数 CPを図

2.4 に示す(14)(15)。図 2.3 および図 2.4 より、実験した範囲では λ=1.4~1.7 付近で最大トルク係

数および最大パワー係数を示し、λ=2.6 付近で無負荷状態となる。最大トルク係数 CTmax お

よび最大パワー係数 CPmax はそれぞれ流速 v=1.4m/s において、CTmax=0.172、CPmax=0.253 と

なる。また、水路実験では負荷装置として渦電流電磁ブレーキを用いており、低周速比に

おいて水車が失速してしまうため低周速比の実験値が少ない。

表 2.1 水路実験に用いた水車の諸元

図 2.3 トルク係数特性

翼枚数 n 3

水車直径 d [mm] 300

水車高さ h [mm] 200

翼弦長 c [mm] 55.3

ソリディティ σ 0.179
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図 2.4 パワー係数特性

次に、潮流発電システムの発電電力量を求める際に必要となる水車の効率に相当するパ

ワー係数特性の近似法について述べる。後述するように潮流発電システムの発電電力量を

求めるには、水車出力つまり発電機入力を求める必要がある。水車出力は(2.11)式に示すよ

うに水車入力と水車のパワー係数の積から求まる。パワー係数特性は翼周辺の流れが複雑

であり理論的には十分に解明されていないため、本研究では水路実験より得られたパワー

係数特性を用いる。水路実験より得られたパワー係数特性は回転速度と水車出力の実験値

から求めたものであるため、離散値である。本研究では任意の回転速度におけるパワー係

数を求めるために、(2m-1)次の平滑化スプライン関数を用いてパワー係数特性の近似を行う

(28)。しかし、水路実験により得られたパワー係数 CP は低周速比での実験値が少ないため、

平滑化スプライン関数で近似すると周速比 λ=0 において CP=0 とならないおそれがある。そ

のため、水路実験により得られたトルク係数 CT を平滑化スプライン関数で近似し、CP は

(2.13)式で近似される。

TP CC  (2.13)

実験から得られたデータ点に近い滑らかな曲線を fs(x)、与えられたデータ点を(x1, y1)、(x2,

y2)、…、(xn, yn)とし、平滑化曲線 fs(x)がデータ点に対して忠実であるか滑らかであるかを測

る評価指標 εを(2.14)式のように定義する。
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nx

x

m
s

n

i

iisi dxxfgyxfw
1

2)(

1

2 )()( (2.14)

ただし、 )()( xf m
s は fs(x)の m 階微分、wi、g は重み係数であり、 10  iw 、g>0 である。こ

の指標の第 1 項は平滑化曲線 fs(x)がデータ点に対して忠実であるかを測る尺度、第 2 項は平

滑化曲線 fs(x)が滑らかであるかの尺度を表す。g を除く積分値が小さいほど振動の少ない滑

らかな曲線となる。したがって、εが最小となるとき fs(x)は g の下で最も滑らかかつ忠実な

関数となる。滑らかな関数として、(2.15)式に示す(2m-1)次の平滑化スプライン関数を用い

る。





 

n

i

m
iims xxcxpxf

1

12
1 )()()( (2.15)

ただし、 12)( 
 m

ixx は(2m-1)次の切断べき関数、pm-1(x)は(m-1)次の多項式で(2.16)式となる。






 
1

0

1 )(
m

i

i
im xbxp (2.16)

また、(2.15)式の ci は(2.17)式の m 個の条件を満たす定数である。

0
1




n

i

k
ii xc ( k=0, 1, 2, …, m-1 ) (2.17)

(2.15)式に示す平滑化スプライン関数 fs(x)は(2.18)式に示す n 個の条件式を満足するとき、

(2.14)式の εを最小にする関数であることが示されている(28)。

jjj
m

js ywcmgxf  1)!12()1()( ･･ ( j=1, 2, …, n ) (2.18)

(2.15)式、(2.16)式のbiと ciは(2.17)式と(2.18)式を連立方程式として解くことにより得られる。

本研究において CT は λの 3 次（m=2）の平滑化スプライン関数で近似し(2.19)式となる。

3
3

2
210  ddddCT  (2.19)

ここで、d0~d3：データ区間毎に異なる定数であり、d0~d3 は bi および ci を用いて表すと次の

ような関係となる。
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図 2.3 に示す流速 v=1.0、1.2、1.4m/s それぞれの実験値に対し(2.14)式の重み係数 wi=1、g

を 0.001~1.000 まで 0.001 刻みに変化させた場合の評価指標 εを図 2.5~2.7 に示す。ただし、

図中の εwは(2.14)式の第 1 項、εg は(2.14)式の第 2 項を表す。

図 2.5~2.7 に示すように、εwは図に示す範囲の中ではその値も小さく、単調に増加してい

る。したがって、εの変化は滑らかな尺度 εgに依存している。各流速において εが最小とな

る g を表 2.2 に示す。この重み係数 g を用いてトルク係数特性を近似した結果を図 2.8 に示

す。また、前述したように CPは λと CTより(2.13)式の関係があり、結果を図 2.9 に示す。

表 2.2 に示すように、ε が最小となるとき最も滑らかかつ忠実に近似されており、ε は流

速 v=1.2m/s において最小となる。よって、本検討では v=1.2m/s の近似曲線を用いて検討を

行う。

図 2.5 重み係数 g に対する評価指標 （流速 v=1.0m/s）
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図 2.6 重み係数 g に対する評価指標 （流速 v=1.2m/s）

図 2.7 重み係数 g に対する評価指標 （流速 v=1.4m/s）
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表 2.2 各流速における εの最小値

図 2.8 スプライン関数による CT 特性の近似

図 2.9 スプライン関数による CP特性の近似

1.0 2.7×10-2 2.6×10-2 2.8×10-4 2.6×10-2

1.2 3.1×10-2 2.2×10-2 2.6×10-4 2.2×10-2

1.4 3.9×10-2 2.9×10-2 4.5×10-4 2.8×10-2

ε w ε g重み係数 g流速 v [m/s] 評価指標 ε
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2.4 流速の出現確率密度関数

本節では、潮流発電システムの発電電力量を求める際に必要となる流速の出現確率密度

関数について述べる。

図 2.10 潮流流速の変化例

図 2.11 流速の拡大図
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流速の出現確率密度関数を求める流速データの例として、海上保安庁海洋情報部より公

表されている明石海峡中央付近における 1 年間（2003 年）の流速の推定値(16)を用いる。図

2.10 に潮流流速の変化例を、図 2.11 にその一部を拡大したものを示す。

流速を確率変数とする出現確率分布を求めるには、ある流速 vjが出現する時間 tj を求める

必要がある。今回使用するデータは離散値であるため、vj と流速曲線との交点が図 2.11 の

ようにデータ点の間にある場合が考えられる。この場合、vjが出現する時間 tj はデータ間の

線形補間を行うことにより求める。vjから Δvだけ異なる流速を vj+1、その出現時間を tj+1と

するとき、ΔTj=tj+1－tjを計算する。この処理は観測期間 T を通じて行う。ただし、本研究で

使用するダリウス形水車は流向に関係なく一方向に回転するので、流速を絶対値として考

える。以後、流速の絶対値記号は省略する。したがって、観測期間 T において、流速 v が

vj~vj+1 となる出現確率 )( 1 jj vvvF は(2.21)式となる。

T

ΔT
vvvF

j
jj


  )( 1 (2.21)

ここで、 jTΔ は観測期間 T における流速 v が vj から vj+1 となる時間を積算したものであ

る。

次に、出現確率密度関数 f (v)を求める。出現確率 )( 1 jj vvvF は、出現確率密度関数 f (v)

を用いて考えると(2.22)式のように定義される。




 
1

)()( 1
j

j

v

vjj dvvfvvvF (2.22)

ここで、Δvが十分小さければ、出現確率密度関数 f (v)は vj~vj+1の間で一定であると考える。

よって、f (vj)≒f (vj+1)となり、出現確率密度関数 f (vj)は(2.23)式となる。

Δv

vvvF
vf

jj
j

)(
)(

1
 (2.23)

ただし、Δv=vj+1－vj である。また、vm は観測期間 T における最大流速である。図 2.12 に明

石海峡中央付近における 2003 年の流速の推定値(16)から求めた出現確率密度関数 f (v)を示す。

ただし、Δv=0.01m/s、vm=3.9m/s である。

図 2.12 に示すように、出現確率密度関数 f(v)は流速が低い範囲では大きくなり、高い範囲

では小さくなる。
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図 2.12 流速の出現確率密度関数

2.5 潮流発電システムの発電電力量

本研究で検討する巻線形誘導発電機（DFIG）を用いた潮流発電システムの構成を図 2.13

に示す。図中の P3は潮流発電システムの発電電力を示す。

図 2.14 に発電開始・停止流速 v0を示す。図中の t01~t0n は流速 v が発電開始・停止流速 v0

すなわちシステムの発電電力P3=0となる時刻を表す。v0以下の流速では 03 P となるため、

流速が v0となった時点で発電を開始、停止するように制御を行うものとする。したがって、

図 2.14 に示す流速の変化に対して、観測期間 T における発電電力量 W は 03 P すなわち

0vv  となる時間を積分範囲として、P3を積分すると(2.24)式となる。

図 2.13 巻線形誘導発電機（DFIG）を用いた潮流発電システム
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図 2.14 発電開始・停止流速

図 2.15 システムの発電電力の変化例
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図 2.15 にシステムの発電電力 P3 の変化例を示す。観測期間 T における任意の流速 vj から

Δv だけ大きい流速 vj+1 までの範囲における発電電力量 ΔWjは(2.25)式となる。
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ここで、前述したようにΔvが十分小さいと仮定すると、P3(vj)≒P3(vj+1)一定と考えられ、(2.25)
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式は(2.26)式のように表される。
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n

i

ij TΔvP
1

3 )( (2.26)

ただし、


n

i

iTΔ
1

は観測期間 T におけるシステムの発電電力 P3が P3(vj)から P3(vj+1)となる時

間、つまり流速 v が vj から vj+1 となる時間を積算したものである。

流速の出現確率 )( 1 jj vvvF は(2.21)式より(2.27)式のように表される。




 
n

i

ijj TΔvvvTF
1

1)( (2.27)

また、流速の出現確率密度関数 f (vj)は Δv が十分小さいと仮定すると、(2.23)式より(2.28)式

のように表される。

vΔvfvvvF jjj )()( 1   (2.28)

(2.27)式、(2.28)式の関係をまとめると(2.29)式となる。

vΔvTfTΔ j

n

i

i )(
1




(2.29)

したがって、(2.29)式の関係を用いると(2.26)式の ΔWj は(2.30)式となる。

vΔvfvTPWΔ jjj )()(3 (2.30)

しかし、(2.30)式の P3および f は連続関数となるため、Δv が十分小さいと仮定し積分形式に

置き換えると(2.30)式は(2.31)式のように表される。





1

)()(3

j

j

v

v
j dvvfvPTWΔ (2.31)

(2.31)式の関係を発電開始・停止流速 v0 から年間最大流速 vmまで積分することにより、観

測期間 T における発電電力量 W は(2.32)式となる。


mv

v
dvvfvPTW

0

)()(3 (2.32)
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2.6 まとめ

本章では、潮流発電システムの発電電力量を求める際に必要となる、ダリウス形水車の

パワー係数特性の平滑化スプライン関数による近似、流速の出現確率密度関数および流速

の出現確率密度関数を用いた場合の発電電力量の計算法について述べた。本章で述べた内

容をまとめると以下のようになる。

(1) ダリウス形水車のパワー係数特性は水路実験により得られた実験値であるため離散値

である。そこで、水路実験により得られたトルク係数特性を 3 次の平滑化スプライン関数

で近似を行い、周速比とトルク係数の積からパワー係数特性を求めた。

(2) 潮流発電システムの発電電力量を求める際に必要となる出現確率密度関数を求めた。流

速データの例として、海上保安庁海洋情報部より公表されている明石海峡中央付近におけ

る 1 年間の流速の推定値(16)を用いた。その結果、出現確率密度関数は流速が低い範囲では

大きくなり、高い範囲では小さくなる。

(3) 潮流発電システムの発電電力量は対象となる期間における発電電力を時間で積分する

ことにより求められるが、本研究では流速の出現確率密度関数を用いて求める手法につい

て検討した。
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第 3 章 速度制御システム

3.1 はじめに

第 1 章で述べたように、系統に連系される潮流発電システムとしては発電機の回転速度

がほぼ一定の定速運転方式および可変の可変速運転方式がある。通常、水車と発電機の動

作回転速度は異なるため、水車と発電機は増速機（ギアボックス）を介して接続される。

直井ら(14)(15)は、かご形誘導発電機を用いた定速運転方式の潮流発電システムにおいて、増

速比（ギア比）により潮流発電システムの発電電力量が変化する事に着目し、発電機が過

負荷とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を明らかにした。ま

た、求めた増速比、発電機の定格容量および明石海峡中央付近における 1 年間の流速の推

定値(16)を用いた場合、潮流発電システムの年間設備利用率は約 10%になることを示した。

本研究では潮流発電システムの年間設備利用率をさらに高めることを目的として、超同期

セルビウス方式の巻線形誘導発電機を用いた可変速運転方式の潮流発電システムについて

検討する。

発電機の可変速運転を行うには、発電機の速度制御システムを構築する必要がある。次

章以降で発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量

を求めるための制御モードとして、最大出力点追従（MPPT：Maximum Power Point Tracking）

制御方式および定格一定制御方式について検討する。流速の変化に対し MPPT 制御方式は

最大水車出力、定格一定制御方式は発電機入力（水車出力）、一次有効電力および二次供給

電圧の大きさを一定にする水車出力を得るために発電機の回転速度を制御する。このため、

本章ではこれらの水車出力に対応する回転速度を目標値として二次供給電圧を制御するこ

とにより回転速度を制御する速度制御システムの構築を行う。また、本研究で提案する潮

流発電システムでは、二次側に接続するインバ－タ容量を低減するため、励磁電流を一次

側から供給する。励磁電流は二次側を開放した場合に流れる一次電流の無効分に相当する

ため、これを一定とするように制御する。

本章では、はじめに速度制御システムの構築を行い、MATLAB/Simulink 上で構築した速

度制御システムを用いて流速のステップ変化に対する応答についてシミュレーションによ

り確認し、速度制御システムの有効性を検証する。
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3.2 巻線形誘導発電機（DFIG）を用いた潮流発電システム

図 3.1 巻線形誘導発電機（DFIG）を用いた潮流発電システム

本研究で検討する巻線形誘導発電機（DFIG）を用いた潮流発電システムの構成を図 3.1 に

示す。ただし、PTo：水車出力、ωT：水車回転角速度、a：増速比、PGi：発電機入力、ωG：

発電機回転角速度、P1：一次有効電力、P2：二次有効電力、P3：システムの発電電力であり、

P1、P2 は発電機に入力する方向を正と定義する。また、二次側に接続するインバータの内、

系統側に接続するインバ－タ B は無効電力補償をすることが可能であるが、本研究では、

有効電力のみが入出力するように制御されているものとする。

3.3 速度制御システム

本節では、潮流発電システムが流速の変化に対し次章以降で検討する各制御モードによ

って決められる水車出力を得るために、二次供給電圧を制御することにより回転速度を制

御する速度制御システムを構築する。速度制御システムの目標値は各制御モードの水車出

力に対応する回転速度、つまりすべりと励磁電流となる一次 d 軸電流である。

本研究で構築する速度制御システムはベクトル制御システムと呼ばれ、一次有効電力（有

効分）、一次無効電力（無効分）を独立に制御することができる速度制御システムである(21)。

本研究において、有効分は各制御モードの水車出力に対応するすべり、無効分は励磁電流

となる一次 d 軸電流に相当する。

3.3.1 すべりと水車出力

はじめに、目標値となるすべりの決定方法について述べる。図 3.2 に第 2 章で平滑化スプ

ライン関数を適用して近似を行った水車のパワー係数特性を示す。ここでは一例として、

潮流発電システムが流速の変化に対して常に最大水車出力を得るために回転速度を制御す
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図 3.2 水車のパワー係数特性（MPPT 制御方式）

る MPPT 制御で運転している場合を想定する。図 3.2 中の CPmax と λmaxは最大パワー係数と

それに対応する周速比を表す。

流速 v において最大水車出力となる水車回転角速度 ωTmax は水車半径 r と図 3.2 に示す最

大パワー係数 CPmax に対応する周速比 λmax より、(3.1)式となる。

r

v max
maxT


  (3.1)

発電機回転角速度 ωGmaxは水車回転角速度 ωTmaxと増速比 a より、(3.2)式の関係がある。

maxTGmax a  (3.2)

すべり smax は(3.2)式を用いると、(3.3)式となる。

s

maxT

s

maxG
max

a
s








 11 (3.3)

ただし、ωs：発電機の同期角速度である。

流速 v における最大水車出力 PTomax は(2.10)式に示す水車入力 PTi、最大パワー係数 CPmax

の積から(3.4)式となる。

TimaxPmaxTo PCP  (3.4)

(3.3)式より求めたすべりを目標値 s*、(3.4)式より求めた水車出力 PToより、それらを得る

ために必要な一次電流、二次電流、二次供給電圧を求めることができ、次節でそれらの決

定方法について述べる。
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3.3.2 二次供給電圧

誘導発電機の電圧方程式は回転座標系 d-q 座標軸で表現すると(3.5)式となる(29)（付録参

照）。ただし、q 軸は d 軸に対して 90°遅れと定義した。





































































qr

dr

qs

ds

ssM

ssM

Mss

Mss

qr

dr

qs

ds

i

i

i

i

PLrsXPMsX

sXPLrsXPM

PMXPLrX

XPMXPLr

v

v

v

v

222

222

111

111

(3.5)

ただし、vds、vqs：一次 d、q 軸電圧、ids、iqs：一次 d、q 軸電流、vdr、vqr：二次 d、q 軸電圧、

idr、iqr：二次 d、q 軸電流、r1、r2：一次、二次抵抗、Ls1、Ls2：一次、二次自己インダクタン

ス、M：励磁インダクタンス、Xs1、Xs2：一次、二次自己リアクタンス、XM：励磁リアクタ

ンス、P：d/dt、s：すべりである。また、二次側諸量は全て一次側換算値である。

定常状態における誘導発電機の電圧方程式は(3.5)式の微分項を 0 としたものであり、(3.6)

式となる。
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次に、一次 a 相、b 相、c 相電圧 eas、ebs、ecs から一次 d、q 軸電圧への変換式は(3.7)式と

なる。
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(3.7)

ただし、ω：電源角周波数、t：時間である。また、一次 d、q 軸電圧から一次 a 相、b 相、c

相電圧への逆変換式は(3.8)式となる。
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(3.8)

次に、d、q 軸電圧、電流と複素数表示の電圧、電流の関係について述べる。はじめに、

一次相電圧 eas、ebs、ecsは次式で表されるものとする。
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tEe

tEe

tEe

scs

sbs
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(3.9)

ただし、Es：一次相電圧の実効値である。(3.7)式および(3.9)式より、一次 d、q 軸電圧 vds、

vqs は(3.10)式となる。











sqs

ds

Ev

v

3

0
(3.10)

(3.10)式より、Es が一定であれば vds と vqs は直流量（一定値）である。(3.8)式より、一次相

電圧 eas は vdsおよび vqsを用いて表すと、次式のように表される。

 tvtve qsdsas  sincos
3

2
 (3.11)

(3.11)式の eas は tsin を基準とする複素数表示の一次相電圧 asE として次式のように表され

る。

  dsqsdsqsas jVVjvvE 
3

1 (3.12)

ただし、
3

ds
ds

v
V  、

3

qs
qs

v
V  とした。よって、一次相電圧の実効値 Es は次式で表される。

3

22
22 dsqs

dsqss

vv
VVE


 (3.13)

次に、(3.9)式の一次相電圧を基準とした場合、一次 a 相、b 相、c 相電流 ias、ibs、ics は(3.14)

式のように表されるものとする。
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ただし、Is：一次電流の実効値、φ：一次相電圧との位相差である。(3.7)式および(3.14)式よ

り、一次 d、q 軸電流 ids、iqs は(3.15)式となる。















cos3

sin3

sqs

sds

Ii

Ii
(3.15)

(3.15)式より、Is と φ が一定であれば ids と iqs は直流量（一定値）である。前述した easと同
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様に、ias は(3.8)式より次式のように表される。

 titii qsdsas  sincos
3

2
 (3.16)

(3.16)式の ias は tsin を基準とする複素数表示の一次電流 asI として(3.12)式の asE と同様に

次式のように表される。

  dsqsdsqsas jIIjiiI 
3

1 (3.17)

ただし、
3

ds
ds

i
I  、

3

qs
qs

i
I  である。一次電流の実効値 Is は次式で表される。

3

22
22 dsqs
dsqss

ii
III


 (3.18)

複素数表示の二次電流 arI 、二次供給電圧 arE 、および二次電流の実効値 Ir、二次供給電

圧の実効値 Er も同様の関係が得られる。

次に、一次 d 軸電流 idsを一定に制御するための目標値 *
dsi を求める。本研究では、二次側

に接続するインバ－タ容量を低減するため、励磁電流を一次側から供給する。励磁電流は

二次側を開放した場合に流れる一次電流の無効分に相当する ids となり、これを一定とする

ように制御を行う。(3.6)式の 1、2 行目から、二次側を開放した場合における一次 d、q 軸電

圧 vds、vqsは idr=iqr=0 として次式のように表される。

qssdsds iXirv 110  (3.19)

qsdsssqs iriXEv 113  (3.20)

(3.19)式および(3.20)式より、idsを一定に制御するための目標値 *
dsi は(3.21)式となる。

12
1

2
1

* 3
s

s

s
ds X

Xr

E
i


 (3.21)

次に、各制御モードによって決められる水車出力 PToを得るために必要な二次供給電圧を

求める。水車出力 PTo および発電機入力 PGi は増速機の損失を無視できるものとすれば、

(3.22)式が成立する。

GiTo PP  (3.22)

発電機入力 PGi は各制御モードによって決められる水車出力 PTo に対応するすべりの目標値

s*および一次 d 軸電流の目標値 *
dsi を用いることにより、次式のように表される。

 qrdsdrqsMGi iiiiXsP ** )1(  (3.23)

また、(3.6)式の 1、2 行目から、一次 d、q 軸電圧 vds、vqsは次式のように表される。
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qrMqssdsds iXiXirv  1
*

10 (3.24)

drMqsdsssqs iXiriXEv  1
*

13 (3.25)

(3.22)式~(3.25)式より、各制御モードによって決められる水車出力 PTo を得るために必要な

一次、二次 d、q 軸電流 iqs、idr、iqrは(3.26)式~(3.28)式となる。
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上述の電流と同様に、各制御モードによって決められる水車出力 PTo を得るために必要な

二次供給電圧（二次 d、q 軸電圧）vdr、vqr は(3.6)式の 3、4 行目より(3.29)式、(3.30)式となる。

qrsdrqsMdr iXsiriXsv 2
*

2
*  (3.29)

qrdrsdsMqr iriXsiXsv 22
***  (3.30)

3.3.3 運動方程式

発電機トルクTeは(3.23)式の発電機入力PGiを発電機回転角速度ωGで除すことにより得ら

れ次式となる。

 qrdsdrqse iiiipMT  (3.31)

ただし、p：DFIG の極対数である。

運動方程式は次式となる。

eTG
G TTD

dt

d
J  


(3.32)

ただし、J：タ－ビンと発電機全体の慣性モ－メント、TT：タ－ビン発生トルク、D：制動

係数である。定常状態における運動方程式は(3.32)式の微分項を 0 とすると次式となる。

GTe DTT  (3.33)

(3.33)式の両辺に ωGを乗じ、増速機の損失を無視すれば、(3.22)式より次式が成立する。
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lTToGi PPPP  (3.34)

ただし、PT (=ωGTT)：タ－ビン発生動力、Pl (=
2
GD )：制動係数 D による損失（海水の抵抗、

軸受の摩擦による損失など）である。

水路実験により得られた PTo は(3.34)式より、発生動力 PT から制動係数 D による損失 Pl

を差し引いたものである。このため、水路実験により得られた PToは定常状態における D の

影響を含んでいる。過渡状態における D の影響は流速の変化に対する応答の遅れであり、

潮流の周期は約 12 時間と長いため過渡状態における D の影響は小さいものと考えられる。

また、水路実験により得られた PTo を(3.34)式に示す PT と Pl に分離することは困難である。

よって、本研究では過渡状態における D の影響を無視する。

3.4 速度制御システムと流速のステップ変化に対する応答

図 3.3 に速度制御システムの全体図を、図 3.4、図 3.5 にすべり、一次 d 軸電流における

PI 制御ブロックを示す。前述したように潮流流速の周期が長いため、速度制御システムの

補償装置は単純な PI 制御とした。図 3.3 中の CP curve の中にはルックアップテ－ブル

（lookup-table）が内蔵されており、流速の変化に対して各制御モードによって決められる

水車のパワー係数 CPおよび周速比 λが出力される。 *
are 、 *

bre 、 *
cre はインバータ A から出力

され、DFIG に加わる二次供給電圧（相電圧） are 、 bre 、 cre の目標値である。図 3.4、図 3.5

中の Kps、Kpiは比例制御ゲイン、Ts、Tiは積分時間[s]を表す。
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図 3.3 速度制御システムの全体図

図 3.4 すべりの PI 制御ブロック

図 3.5 一次 d 軸電流の PI 制御ブロック
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図 3.3 に示す速度制御システムを用いて、入力となる流速をステップ変化させた場合の応

答についてシミュレ－ションにより検討する。シミュレ－ションに用いた水車、DFIG およ

び PI 制御のパラメ－タを表 3.1、流速のステップ変化を図 3.6、水車出力特性を図 3.7、年間

エネルギー密度を図 3.8 に示す。ただし、表 3.1 に示す水車は、木方ら(8)が実海域用に開発

し、検討してきた水車の中で最も大形のものである。図 3.8 の年間エネルギー密度 EDは単

位掃過面積あたりの水車入力、第 2 章で述べた出現確率密度関数 )(vf および年間時間（8760

時間）の積として表され、次式より求まる。

8760)(
2

1 3  vfvED  (3.35)

表 3.1 水車、DFIG および PI 制御のパラメ－タ

翼枚数 n 3

高さ h [m] 1.6

直径 d [m] 1.6

翼弦長 c [m] 0.3

ソリディティ σ 0.179

発電機の定格容量 S B [kVA] 12

定格電圧 V B [V] 200

増速比 a 25

極対数 p 3

周波数 f [Hz] 50

一次抵抗 r 1 [pu] 0.054

二次抵抗 r 2 [pu] 0.078

一次漏れリアクタンス X l1 [pu] 0.100

二次漏れリアクタンス X l2 [pu] 0.100

励磁リアクタンス X M [pu] 1.754

比例制御ゲイン Kps 0.10

積分時間 Ts [s] 0.05

比例制御ゲイン Kpi 0.06

積分時間 T i [s] 0.05

水車

DFIG

PI 制御
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図 3.6 流速のステップ変化

図 3.7 水車出力特性
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図 3.8 流速の年間エネルギー密度

図 3.6 に示すように、シミュレ－ションは流速 v=2.0m/s の定常状態から時間 t=0s で

v=2.1m/s にステップ変化させた場合の応答について検討する。図 3.7 に示すように、潮流発

電システムは MPPT 制御で運転している場合を想定し、v=2.0m/s の最大水車出力点から

v=2.1m/s の最大水車出力点となるように回転速度を制御する。シミュレ－ションは

MATLAB/Simulink を用いて行った。図 3.8 に示すように、年間エネルギー密度 ED のピーク

付近である v=2.0m/s と v=2.1m/s を用いた。シミュレ－ション結果を図 3.9~図 3.15 に示す。

ただし、すべりと一次 d 軸電流における s*および *
dsi は目標値を表す。また、図中の値は表

3.1 に示す発電機の定格容量 SBを基準とした単位法表記である。
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図 3.9 すべり

図 3.10 水車出力
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図 3.11 一次 d、q 軸電流

図 3.12 二次 d、q 軸電流
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図 3.13 一次、二次電流

図 3.14 二次 d、q 軸電圧、二次供給電圧
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図 3.15 一次・二次有効電力、システムの発電電力

図 3.9 にシミュレーション結果のすべり s を示す。s は-0.043 の定常状態から変化し、ス

テップ変化から約 3 秒後に-0.095 となり、目標値と重なっている。図 3.10 にシミュレーシ

ョン結果の水車出力 PToを示す。PToは 0.205pu の定常状態から変化し、ステップ変化から約

1 秒後に 0.238pu に増加している。

図 3.11 にシミュレーション結果の一次 d、q 軸電流 ids、iqsを示す。前節で述べたように、

ids 一定制御を行っているため idsは一定値に制御されており、流速が変化する t=0s でわずか

に変化しているが、ほぼ全ての時間において目標値と重なっている。iqsは-0.311pu の定常状

態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に-0.345pu に減少している。

図 3.12 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電流 idr、iqr を示す。idrは-0.0106pu の定常

状態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に-0.0112pu に減少している。iqr は 0.357pu の

定常状態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に 0.393pu に増加している。

図 3.13 にシミュレーション結果の一次、二次電流 Is、Irを示す。Isは 0.568pu の定常状態

から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に 0.575pu に増加している。Irは 0.206pu の定常状

態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に 0.227pu に増加している。

図 3.14 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電圧 vdr、vqr、二次供給電圧 Erを示す。vdr

は-0.006pu の定常状態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に-0.013pu に減少している。
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vqrは-0.043puの定常状態から変化し、ステップ変化から約 3秒後に-0.126puに減少している。

Erは 0.025puの定常状態から変化し、ステップ変化から約 3秒後に 0.073puに増加している。

図 3.15 にシミュレーション結果の一次・二次有効電力 P1、P2、システムの発電電力 P3

を示す。P1は-0.180pu の定常状態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に-0.199pu に減少

している。P2 は-0.005pu の定常状態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に-0.017pu に減

少している。その結果、P3 は 0.185pu の定常状態から変化し、ステップ変化から約 3 秒後に

0.216pu に増加している。

3.5 まとめ

発電機の可変速運転を行うには速度制御システムが必要であるため、本章では潮流発電

システムに用いられる速度制御システムの構築を行った。本研究で構築する速度制御シス

テムは、発電機の電圧、電流を d、q 軸量に変換し、二次 d、q 軸電圧を制御することによ

り回転速度を制御する速度制御システムである。また、MATLAB/Simulink 上で構築した速

度制御システムを用いて流速のステップ変化に対する応答についてシミュレーションによ

り確認し、速度制御システムの有効性を確認した。本章で明らかにした点は以下の通りで

ある。

(1) 本研究では、流速の変化に対し次章以降で検討する MPPT 制御方式は最大水車出力、定

格一定制御方式は発電機入力（水車出力）、一次有効電力または二次供給電圧の大きさを一

定にする水車出力を得るために回転速度を制御する。このため、本章ではこれらの水車出

力に対応する回転速度および一次 d 軸電流を目標値として、二次供給電圧を制御すること

により回転速度を制御する速度制御システムが構築できることを示した。

(2) MATLAB/Simulink 上で構築した速度制御システムを用いて、流速のステップ変化に対す

る応答についてシミュレーションにより検討した。その結果、回転速度と一次 d 軸電流は

目標値に対して良好に追従することを示した。
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第 4 章 最大出力点追従制御方式

4.1 はじめに

本章では、潮流発電システムが最大出力点追従（MPPT：Maximum Power Point Tracking）

制御方式で運転する場合、発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比および

発電機の定格容量を求める手法を提案する。MPPT 制御は太陽光発電や風力発電で用いられ

ている制御方式である。太陽光発電では日射強度の変動に対して、太陽光発電の出力が最

大となるようにパワーコンディショナの直流動作電圧の制御を行う(30)。風力発電では風速

の変化に対して、最大風車出力を得るために発電機の回転速度およびブレードのピッチ角

を制御し、風力エネルギーを高効率で電気エネルギーに変換する制御方式である。本研究

で検討する潮流発電システムの MPPT 制御は風力発電と同様に、流速の変化に対し最大水

車出力を得るために発電機の回転速度を制御し、潮流エネルギーを高効率で電気エネルギ

ーに変換する制御方式である。

さらに、潮流発電システムが MPPT 制御方式で運転し、発電機が過負荷とならず発電電

力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を用いた場合、流速の正弦波変化に対す

る速度制御システムの応答について MATLAB/Simulink を用いてシミュレーションにより検

討する。

4.2 発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量

図 4.1 に MPPT 制御方式における動作点を示す。MPPT 制御とは図 4.1 に示すように、各

流速 v において水車出力 PTo が最大となる水車回転角速度 ωT に制御を行う方式である。本

節では、潮流発電システムが MPPT 制御方式で運転している場合、年間に発生するすべて

の流速の潮流エネルギーを有効に利用する観点から、発電機が過負荷とならず発電電力量

を最大とする増速比および発電機の定格容量を求める。

(2.32)式に示す発電電力量 W を最大とする増速比 a および発電機の定格容量 SB は、

∂W/∂a=0、∂W/∂SB=0 を解くことにより求められる。したがって、W を最大とする a および

SBを求めるには非線形方程式を解く必要があり、反復解法を用いることになる。この場合、

反復計算の過程毎に a および SBが変化する。そこで、検討する SBの変化範囲の中では単位

法で表した発電機定数に変化はないものと考え、発電機に関する電気的諸量は全て単位法

で表す。よって、(2.32)式に示す W は次式のように表される。
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図 4.1 MPPT 制御方式における動作点

  
mv

v
BB dvvfvPTSSaW

0

)()(, 3 (4.1)

∂W/∂a=0、∂W/∂SB=0 を満足する a および SBの値によっては一次電流 Is、二次電流 Irまた

は二次供給電圧 Er が定格を超えるおそれがある。このため、Is、Ir、Er が定格範囲内（1pu）

に収まる必要があり、これらを保証するため(4.2)式を制約条件とする。
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したがって、発電機が過負荷とならず発電電力量 W を最大とする増速比 a および発電機の

定格容量 SB を求める問題は(4.1)式を目的関数、(4.2)式を不等式制約条件とする最適化問題

となる。不等式制約条件つき最適化問題を解く手法として本研究では乗数法を適用する。

乗数法とは制約つき最小化問題を制約のない最小化問題に変換し、Lagrange 乗数を修正

しながら最適解を求める非線形計画法である(31)。はじめに、不等式制約問題の場合、(4.2)

式の不等式制約式にスラック変数 l を導入して(4.3)式のような等式制約問題に変換する。

 









0

0,

i

iBi

l

lSah
(i=1~3) (4.3)

次に、(4.1)式の目的関数と(4.3)式の等式制約条件より、ペナルティ定数 γ と Lagrange 乗

数 Ψを用いると、修正ペナルティ関数 Q は(4.4)式のように表される。
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ΨL (4.4)

ただし、L=[l1, l2, l3]
T、Ψ=[ψ1, ψ2, ψ3]

T、γは小さな定数（γ > 0）、W の負号は最大化問題を最

小化問題とするためである。また、(4.4)式の Q は a、SB、L および Ψを変数とする修正目的

関数とも考えられる。

乗数法の計算方法は、γ を一定値に固定し、Ψ を任意の値として Q を最小にする a、SB、

L を求める計算である。はじめに、L に関する最小化を考える。Q を最小にする L は偏微分

∂Q/∂li=0 を満たす必要があり、次式のように表される。
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(4.5)

(4.5)式を満たす li が 0il となる場合 li は 0 とし、li>0 ならば Q を最小にする liであり、(4.6)

式となる。
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(4.6)

(4.6)式の li または li=0 を(4.4)式に代入すると Q は a、SB、Ψ、γ の関数として次式のように

表される。
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ただし、I={ i |li >0}である。次に、Q を最小にする a および SBは Q に対する a および SBの

偏微分∂Q/∂a=0 および∂Q/∂SB=0 を満たす必要があり、次式のように表される。
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(4.8)式および(4.9)式を解くことにより、Q を最小にする a および SBを求めることができる。

しかし、(4.8)式および(4.9)式は非線形連立方程式であるため、a および SBに初期値を与えて

反復計算を行い、(4.3)式の 0 ii lh 、(4.8)式の 0/  aQ および(4.9)式の 0/  BSQ の関係

を同時に満たしているか判定するために、次式が成立するまで反復計算を行う。
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ただし、ζは十分小さな定数（ζ >0）である。もし、(4.10)式が成立しない場合には、Lagrange

乗数 Ψを次式の更新規則にしたがって更新し、(4.5)式より再計算を行う。
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発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を求める際に用いた水車および

DFIG のパラメータを表 4.1 に示す。MPPT 制御方式における増速比および発電機の定格容

量に対する発電電力量を図 4.2 に示す。

表 4.1 水車および DFIG のパラメータ

図 4.2 増速比および発電機の定格容量に対する年間発電電力量

翼枚数 n 3

高さ h [m] 1.6

直径 d [m] 1.6

翼弦長 c [m] 0.3

ソリディティ σ 0.179

定格電圧 V B [V] 200

極対数 p 3

周波数 f [Hz] 50

一次抵抗 r 1 [pu] 0.054

二次抵抗 r 2 [pu] 0.078

一次漏れリアクタンス X l1 [pu] 0.100

二次漏れリアクタンス X l2 [pu] 0.100

励磁リアクタンス X M [pu] 1.754

水車

DFIG
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図 4.2 に示すように、増速比 a が増加、発電機の定格容量 SBが減少するに従い、年間発

電電力量 W は増加する。しかし、a を増加させると年間最大流速 vmにおける二次供給電圧

Erが定格（1pu）を超え、SBを減少させると vm における一次電流 Is または二次電流 Irが定格

（1pu）を超えるため、(4.2)式の制約条件を満足しない。したがって、(4.2)式の制約条件を

満足する W の範囲は、a が約 21~25 の範囲および SBが約 9.9~12kVA の範囲となる。

乗数法による計算法の有効性を確認するために、図 4.2 に示す初期値の場合における、反

復過程毎における   



3

1

2,
i

iBi lSah ({(4.3)式}2)、  2
aQ  ({(4.8)式}2)、  2

BSQ  ({(4.9)

式}2)および(4.10)式の変化を図 4.3 に示す。ただし、ペナルティ定数 γ=0.001、ζ=10-12 である。

図 4.3 に示すように、反復計算は 2 回で収束している。また、初期値を変化させても反復

計算は 2 回で収束している。このようになったのは、図 4.2 に示す解曲面が非常に滑らかに

なっているためである。以上の結果より、乗数法を用いた計算法は発電機が過負荷となら

ず発電電力量 W を最大とする増速比 a および発電機の定格容量 SBを求める問題に対して有

効であることを確認した。

かご形誘導発電機を用いた定速運転方式(14)(15)と上記の計算によって得られた DFIG を用

いた MPPT 制御方式において、発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比お

よび発電機の定格容量を表 4.2 に示す。

図 4.3 反復過程毎におけるパラメータの変化
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表 4.2 定速運転方式と MPPT 制御方式における増速比および発電機の定格容量

表 4.2 に示す年間設備利用率 CFとは、1 年間定格出力で連続運転するものとした場合の発

電電力量に対する実際の年間発電電力量 W の比と定義され、(4.12)式のように表される。

100
cos8760





nB

F
S

W
C


[%] (4.12)

ただし、cosθn は定格力率である。ここで、(4.12)式の cosθn は以下のように求まる。はじめ

に、一次電流 Is は(3.18)式より、(4.13)式となる。

22
qsdss III  (4.13)

第 3 章で述べたように、本研究において一次 d 軸電流 idsは一定となるように制御される。

このため、定格時の Isは 1pu となるので、Iqsは次式のように表される。

21 dsqs II  (4.14)

(4.14)式より、定格時の Iqs は Idsが一定となるため、一定となる。したがって、cosθnは次

式のように表され、一定となる。

qs
s

qs
n I

I

I
cos (4.15)

よって、(4.12)式の CFは次式のように表される。

BBn
F

S

W

S

W
C 




cos8760

1
(4.16)

(4.16)式に示すように、CFは発電機の単位容量あたりの年間発電電力量と比例関係にあり、

後述する定格一定制御方式との比較に CFを用いる。

表 4.2 に示すエネルギー変換効率 ηEとは、観測期間 T において水車の掃過面積 S から得

増速比 a 24.31 25.24

発電機の定格容量 S B [kVA] 11.44 9.93

二次側インバータ容量 S BI [kVA] － 9.01

年間発電電力量 W [MWh] 7.16 10.54

エネルギー変換効率 η E [%] 14.39 21.15

年間設備利用率 C F [%] 10.14 14.38

発電開始・停止流速 v 0 [m/s] 1.44 0.81

定速

運転
(14)(15)

MPPT

制御
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られる潮流エネルギーWin に対する発電電力量 W の比と定義する。(2.10)式の水車入力 PTi

と(2.23)式の流速の出現確率密度関数 f(v)を用いることにより、Winおよび ηEは次式のように

表される。ただし、観測期間 T は 1 年間（8760 時間）とする。

   
mv

Tiin dvvfvPTW
0

(4.17)

100
in

E
W

W
 [%] (4.18)

表 4.2 に示すように、MPPT 制御方式は定速運転方式と比較し、増速比 a はわずかに増加

するがほとんど変わらず、発電機の定格容量 SB は約 13.2%減少した。また、年間発電電力

量 W は約 47.2%増加、年間設備利用率CFは約 14%となり、定速運転方式の約 10%を上回る。

また、MPPT 制御方式の SBに対する二次側インバータ容量 SBI の割合は約 91%となる。

4.3 MPPT 制御方式における速度制御システムの応答

MPPT 制御方式において、表 4.2 に示す年間発電電力量 W を最大とする増速比 a および発

電機の定格容量 SB を用いた場合、図 3.3 に示す速度制御システムの応答についてシミュレ

ーションにより検討する。入力となる流速 v は最大値を年間最大流速 vm（=3.9m/s）、潮流の

周期は 1 周期約 12 時間であるが、ここでは 1周期 4000 秒の正弦波の半周期 2000 秒とした。

PI 制御のパラメータを表 4.3、流速 v の変化を図 4.4、シミュレーション結果を図 4.5~図 4.11

に示す。シミュレーションは MATLAB/Simulink を用いて行った。PI 制御のパラメータは第

3 章と異なり、流速の変化が正弦波となるため、目標値に対する応答性を速く、目標値に対

する偏差を少なくするためにパラメータを変更した。図 4.5~図 4.11 中の値は表 4.2 に示す

発電機の定格容量を基準とした単位法表記である。

表 4.3 PI 制御のパラメータ（MPPT 制御方式）

比例制御ゲイン Kps 2.00

積分時間 Ts [s] 0.02

比例制御ゲイン Kpi 0.30

積分時間 Ti [s] 0.02

MPPT制御
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図 4.4 流速の変化

図 4.5 すべり
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図 4.6 水車出力

図 4.7 一次 d、q 軸電流、一次電流
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図 4.8 二次 d、q 軸電流、二次電流

図 4.9 二次 d、q 軸電圧、二次供給電圧
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図 4.10 一次・二次有効電力、システムの発電電力

図 4.11 一次・二次皮相電力
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図 4.5 にシミュレーション結果のすべり s を示す。s は目標値の変化に対して良好に追従

し、目標値とほぼ重なっている。図 4.6 にシミュレーション結果の水車出力 PTo を示す。PTo

は流速の変化に対して 0~1.84pu まで変化している。

図 4.7 にシミュレーション結果の一次 d、q 軸電流 ids、iqs、一次電流 Is を示す。idsは第 3

章で述べたように二次側インバータ容量を低減するために一定となるように制御している

ので、流速の変化に対してほぼ一定であり、目標値とほぼ重なっている。iqs は流速の変化

に対して 0.03~-1.46pu まで変化している。また、このとき Is は定格以内で変化している。

図 4.8 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電流 idr、iqr、二次電流 Irを示す。idrは流速

の変化に対して 0~-0.05pu まで変化している。iqr は流速の変化に対して 0~1.57pu まで変化し

ている。また、このとき Ir は定格以内で変化している。

図 4.9 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電圧 vdr、vqr、二次供給電圧 Er を示す。vdr

は流速の変化に対して 0.05~-0.37pu まで変化している。vqr は流速の変化に対して

1.64~-1.69pu まで変化している。また、このとき Erは定格以内で変化している。

図 4.10 にシミュレーション結果の一次・二次有効電力 P1、P2、システムの発電電力 P3

を示す。P1 は発電しているほぼ全ての時間（P3>0 となる時間）において負となっている。

P2 は約 330~1670 秒の範囲では負となっており、二次側の電源つまり二次側インバータを介

して発電機出力を取り出すことができる。P3は約 630~1370 秒の範囲では発電機の定格容量

（1pu）を超えるが、図 4.11 に示すシミュレーション結果の一次・二次皮相電力 S1、S2より、

S1 は最大約 1.00pu、S2は最大約 0.91pu となっており、定格以内である。P3は最大約 1.72pu

となり、このときの PToに対する P3の割合であるシステム効率 ηSは約 94%となる。このよ

うになったのは、前述したように、発電機出力は一次側からだけではなく二次側インバー

タを介して二次側からも取り出せるためである。しかし、本研究の場合インバータの損失

などを無視しているため、実際の ηS はこの値よりも小さくなると考えられる。
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4.4 まとめ

本章では、潮流発電システムが MPPT 制御方式で運転する場合、発電機が過負荷となら

ず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を求める手法として乗数法を用

いる手法を提案し、増速比および発電機の定格容量を求めた。また、求めた増速比および

発電機の定格容量を用いた場合、流速の正弦波変化に対する速度制御システムの応答につ

いて MATLAB/Simulink を用いてシミュレーションにより検討した。本章で明らかにした点

は以下の通りである。

(1) 発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量は、か

ご形誘導発電機を用いた定速運転方式と比較し、増速比はわずかに増加するがほとんど変

わらず、発電機の定格容量は約 13.2%減少した。また、年間発電電力量は約 47.2%増加し、

年間設備利用率は約 14%となり、定速運転方式の約 10%を上回る。

(2) 流速の正弦波変化に対する速度制御システムの応答についてシミュレーションにより

検討した結果、回転速度と一次 d 軸電流は目標値に対して良好に追従することを示した。

また、システムの発電電力は高流速において発電機の定格容量以上の出力を取り出せた。

このようになったのは、発電機出力を一次側からだけではなく、インバータを介して二次

側からも取り出すことができるためである。
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第 5 章 定格一定制御方式

5.1 はじめに

本章では、第 4 章の MPPT 制御方式と比較し発電機の定格容量を低減し、年間設備利用

率を高めるための制御方式について検討する。

MPPT 制御方式の場合、出現確率密度の低い年間最大流速に合わせた発電機の定格容量と

する必要があるため発電機の定格容量が大きくなり、経済的に不利となる。しかし、発電

機の定格容量を小さくすると高流速において発電機の電圧、電流が定格を超えるおそれが

ある。そこで、本章では発電機の定格容量を低減するために、定格を超える範囲の流速で

運転するため、3 つの制御方式を提案する。本研究で提案する制御方式は、発電機が定格と

なる流速までは MPPT 制御で運転を行い、それ以上の流速において発電機入力（水車出力）

一定、一次有効電力一定および二次供給電圧の大きさ一定として制御を行う方式である。

本研究では、これら 3 つの制御方式を定格一定制御方式という。

はじめに、潮流発電システムが定格一定制御方式で運転する場合、発電機が過負荷とな

らず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を求める。しかし、定格一定

制御方式は発電機の定格を超える範囲の流速において制御方式が変化する。このため、増

速比および発電機の定格容量に対する解曲面の傾きが不連続となる。本章では、傾きが不

連続な関数の最大化問題を解く手法として遺伝的アルゴリズム（GA：Genetic Algorithm）を

適用する。

さらに、潮流発電システムが定格一定制御方式で運転する場合、発電機が過負荷となら

ず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を用いた場合、流速の正弦波変

化に対する速度制御システムの応答について MATLAB/Simulink を用いてシミュレーション

により検討する。

5.2 定格一定制御方式

5.2.1 発電機入力（水車出力）一定制御方式

図 5.1 に発電機入力（水車出力）PTo 一定制御方式における水車出力と動作点の関係を示

す。図 5.1 に示すように、この制御方式は一次電流 Is または二次供給電圧 Er が定格（1pu）

となる流速 v（定格流速 vn）までは MPPT 制御で運転を行い、vn以上の流速では PTo一定と

なる動作点に制御する方式である。PTo 一定制御を行うには、vn において最大水車出力を示

す回転速度に対して低回転速度側に制御する方式と高回転速度側に制御する方式が考えら
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図 5.1 発電機入力（水車出力）一定制御方式における動作点

れる。しかし、高回転速度側に制御を行うと、発電機の二次巻線の誘導起電力が増加する

ため、二次側インバータ容量が大きくなると考えられる。そのため、本検討では低回転速

度側 PTo 一定制御方式について検討する。

図 5.1 に示すように、vn以上の流速において低回転速度側に PTo一定となる動作点に制御

を行うと、水車回転角速度 ωT が減少、つまり(3.3)式に示すすべり s が増加するため、(3.26)

式に示す一次 q 軸電流 iqsの大きさが増加し、Isが定格を超えるおそれがある。したがって、

年間最大流速 vm 以下の流速で Is が定格を超える場合はその流速で発電を停止し、その流速

を PTo一定制御方式の発電最大流速 vmaxと定義する。

5.2.2 一次有効電力一定制御方式

図 5.2 に一次有効電力 P1 一定制御方式における動作点を示す。図 5.2 に示すように、この

制御方式はPTo一定制御方式と同様に、定格流速 vnまでの流速ではMPPT制御で運転を行い、

vn 以上の流速では P1 一定となる動作点に制御する方式である。

一次有効電力 P1 は一次 d、q 軸電圧 vds、vqs、電流 ids、iqs より、(5.1)式となる。

dsdsqsqs ivivP 1 (5.1)

P1 一定制御を行う際の P1は流速 v が定格流速 vn となった時点の P1 一定とする。(5.1)式中の
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図 5.2 一次有効電力一定制御方式における動作点

一次 d、q 軸電圧 vds、vqsは(3.10)式に示したように 0dsv 、 sqs Ev 3= であり、P1一定制御

を行う際の一次 q 軸電流 iqs は次式のように表される。

s

qs
E

P
i

3

1 (5.2)

また、一次 q 軸電流 iqs は(3.15)式より、次式のように表される。

qssqs IIi 3cos3   (5.3)

ただし、
3

cos
qs

sqs

i
II   である。よって、(5.2)式は(5.3)式を用いることにより次式のよ

うに表される。

s
qs

E

P
I

3
1 (5.4)

(5.4)式より、一次電流 Isは次式のように表される。

2

2
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3
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E
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III 










 (5.5)
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したがって、(3.15)式および(3.21)式で示したように ids、つまり
3

ds
ds

i
I  は一定に制御される

ため、(5.5)式より P1一定制御は Is一定制御といえる。

本方式も、vnにおいて最大水車出力を示す回転速度に対して低回転速度側に制御する方式

と高回転速度側に制御する方式が考えられる。しかし、前述したように、高回転速度側に

制御を行うと、二次側インバータ容量が大きくなると考えられる。そのため、本検討では

低回転速度側 P1 一定制御方式について検討を行う。

図 5.2 に示すように、P1 を一定とする水車出力 PTo、つまり動作点は水車回転角速度 ωT

に比例する。このようになったのは、(5.2)式より、P1 を一定とする iqs は一定となる。そし

て、(3.26)式より iqsを一定とする場合、ids を一定に制御しているため )1( sPTo  は一定であ

る。ここで、(3.3)式より )1( s は次式のように表される。

T
s

a
s 


 )1( (5.6)

ただし、a：増速比、ωs：同期角速度である。(5.6)式より、 )1( sPTo  は次式のように表さ

れる。







 T

TosTo P

as

P

)1(
：一定 (5.7)

したがって、(5.7)式より、P1を一定とする水車出力 PToは水車回転角速度 ωT に比例する。

vn 以上の流速において低回転速度側に P1 一定となる動作点に制御を行うと、PTo（発電機

入力 PGi）が減少するためにシステムの発電電力 P3 は減少し、 03 P となるおそれがある。

潮流発電システムが発電するためには P3>0 とする必要がある。したがって、vm 以下の流速

で 03 P となる場合はその流速で発電を停止し、その流速を P1 一定制御方式の vmax と定義

する。

5.2.3 二次供給電圧一定制御方式

図 5.3 に二次供給電圧 Er 一定制御方式における動作点を示す。図 5.3 に示すように、この

制御方式はこれまでの定格一定制御方式と同様に、定格流速 vnまでの流速では MPPT 制御

で運転を行い、vn 以上の流速では Er を一定とする動作点に制御する方式である。また、Er

を一定とする動作点は ωTに対してほぼ直線となる。これは、Er が一定となる場合、発電機

の二次巻線の誘導起電力もほぼ一定になるためであると考えられる。

vn 以上の流速において Er 一定制御を行うと、すべり s はほぼ一定となる一方で水車出力

PTo が増加するため (3.26)式に示す iqsの大きさが増加し、Isが定格を超えるおそれがある。
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図 5.3 二次供給電圧一定制御方式における動作点

したがって、vm 以下の流速で Is が定格を超える場合はその流速で発電を停止し、その流速

を Er 一定制御方式の vmaxと定義する。

5.3 発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量

本節では、潮流発電システムが前節で述べた定格一定制御方式で運転している場合、発

電機が過負荷とならず発電電力量 W を最大とする増速比 a および発電機の定格容量 SBを求

める。一例として、二次供給電圧 Er一定制御方式における a および SBに対する W を図 5.4(a)

に示す。図 5.4(a)より、Er一定制御方式は定格流速 vn を境に制御方式が変化するため、増速

比および発電機の定格容量に対する解曲面の傾きが不連続となる。図 5.4(a)では制御方式が

切り替わる点が明確ではない。そこで、制御方式が切り替わる点を明確にするために、a ま

たは SB を固定した場合における W を図 5.4(b)、5.4(c)に示す。図 5.4(b)、5.4(c)より、a=27

に固定した場合は SB=8～8.2kVA の間（×印）で、SB=8kVA に固定した場合、a=27～28 の間

（×印）で制御方式が MPPT 制御方式のみから定格一定制御方式に切り替わる。したがっ

て、第 4 章で用いた乗数法のような非線形計画法を適用できない。そこで、傾きが不連続

な関数の最大化問題を解く手法として本研究では遺伝的アルゴリズム（GA）を適用する。
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(a)

(b) (c)

図 5.4 増速比および発電機の定格容量に対する年間発電電力量（Er 一定制御方式）
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5.3.1 遺伝的アルゴリズム

GA は、適用範囲の非常に広い、生物の進化を

模倣した学習的アルゴリズムである。すなわち、

何万年も何億年もかけて生物が進化してきたよ

うな遺伝的な法則を工学的にモデル化または参

考にして工学に役立つような学習方法を与える

ものである。GA では 1 つの染色体で各個体、つ

まり変数を表現する。また、各個体には適応度

が与えられる。GA における適応度とは、各個体

に対応する変数から求めた目的関数である

(32)~(34)。本研究において、変数は増速比 a および

発電機の定格容量 SBを対応させ、適応度は発電

電力量 W を対応させる。

GA の基本動作について述べる。図 5.5 に GA

のフローチャートを示す。GA では、はじめに個

体群の初期集団を生成する。ここで、全個体数

を K、個体群の中における任意の個体（染色体）

すなわち変数 xk（k =1,…, K）は染色体の長さを

N とすると、遺伝子 gkj（ j = 1,…, N ）の列で次式のように表される。

kNkjkkk ggggx 21 (5.8)

ただし、xk：染色体、N：染色体の長さ、gkj：任意の個体 k における第 j 遺伝子座の遺伝子

である。ここで、gkj の取り得る値は対立遺伝子と呼ばれる。本研究では対立遺伝子として 0

と 1 の 2 値、つまり 2 進数を使用する。また、染色体の長さ N は一定とする。

GA では各個体を 2 進数で表すため、2 進数を対応する変数の実数値に変換する必要があ

る。例として、増速比 a の定義域が閉区間[25, 30]とし、発電機の定格容量 SB[kVA]の定義域

が閉区間[9, 10]であると仮定する。ここで、計算時間の都合上どちらの変数も小数点以下第

6 桁まで表すとすると、a は閉区間[25, 30]を 5×106以上、SBは閉区間[9, 10]を 1×106以上の

等しい大きさに分割しなければならない。したがって、それぞれの 2 進数の長さ（ビット

数）は次式の関係となる。

23622 2≤1052 ：a (5.9)

20619 2≤1012 ：BS (5.10)

図 5.5 GA のフローチャート

初期集団の生成

評価

選択

交叉

突然変異

評価

終了条件

終了

Yes

No
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2 進数は、(5.9)式より a は 23 ビット、(5.10)式より SBは 20 ビット必要となる。また、本

研究のように 2 つの変数を持つ場合はそれぞれの 2 進数を並べた 23+20=43 ビットの 2 進数

を個体の染色体とする。よって、個体群の中における任意の個体 k の染色体 xk は次式のよ

うに表される。

    

Bkk

k

Sa

x



 0000000100000000111011111010100011000101110 (5.11)

ただし、 ka ：任意の染色体 xk の増速比に対応する 2 進数、 BkS  ：任意の染色体 xkの発電機

の定格容量に対応する 2 進数である。(5.11)式の 2 進数からそれに対応する変数の実数値へ

の変換は次の 2 つの手順により行える。

＜手順 1＞ 2 変数それぞれの 2 進数を 10 進数へ変換する。

  k

i

i
ik agggga 














 





10

42

20

)20(

2204142 2 (5.12)

  Bk

i

i
iBk SggggS 














 

 10

19

0
201819 2 (5.13)

ただし、 ka  ： ka に対応する 10 進数、 BkS  ： BkS  に対応する 10 進数である。

＜手順 2＞ 次式に示す変換式により、任意の染色体 xkに対応する各変数の実数値を求める。

12

5
25

23 
 kk aa (5.14)

12

1
9

20 
 BkBk SS (5.15)

ただし、ak：任意の染色体 xkに対応する増速比、SBk：任意の染色体 xk に対応する発電機の

定格容量である。任意の染色体 xkの適応度、つまり発電電力量 Wk は(5.14)式および(5.15)式

の akおよび SBkを用いることにより求まる。この過程を GA では評価とよぶ。

GA では適応度の高い個体はその数を増やし、逆に低い個体は個体群から無くなる。これ

を選択とよぶ。本研究では選択の方法としてルーレット選択を用いる。ルーレット選択で

は、はじめに次式により個体群（全個体数：K）における各個体の適応度の総和 Wsum を求め

る。





K

j

jsum WW
1

(5.16)

次に、各個体の選択確率 p は次式により求める。

sum

k
k

W

W
p  （k =1, 2,…, K ） (5.17)
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また、累積確率 q は次式により求める。





k

j
jk pq

1

（k =1, 2,…, K ） (5.18)

次の世代に残す個体を決定するために、0~1 までの乱数 rand を発生させて、累積確率 q と

rand の大小関係を順番に調べ、次式の関係を満たすとき、k+1 番目の個体を選択する。

1 kk qrandq （k =0, 1,…, K-1, q0=0） (5.19)

このプロセスを K 回繰り返すことにより、K 個の個体が選択される。(5.19)式に示すように、

pk+1=qk+1－qkが大きければ乱数 rand がその範囲に入る可能性が高い。したがって、pkが高い

個体ほど選ばれやすく、逆に pk の低い個体ほど選ばれにくい。

上述の選択だけでは個体群の中にある個体の中で適応度の高いものばかりを選択するこ

とになり、進化を進めることは不可能である。そこで、GA では染色体の一部組み替えを行

う。この操作を GA では交叉とよぶ。交叉では、どのようにして個体を選択するのか、選択

した個体をどのように交叉させるのかという 2 つの操作が重要となる。これらの操作はそ

れぞれ、交叉確率 pcおよび交叉点の数に依存する。交叉させる個体を決定するために、0~1

までの乱数 rand を発生させ、i 番目の乱数 randiが randi<pc を満足するとき i 番目の染色体

を親として選ぶ。この操作を K 回繰り返し、交叉させる個体を決定する。次に、交叉位置

を決める。本研究では交叉により多くの新しい染色体を生成するために、交叉点が二つあ

る二点交叉を用いる。二点交叉の例を図 5.6 に示す。図 5.6 に示すように、親 1、親 2 の染

色体において交叉点が切れ目“｜”の箇所であれば、切れ目に挟まれた 2 つの親の遺伝子

をそのまま交換して、新しい染色体である子 1、子 2 を生成する。

上述の交叉の操作を導入しても進化は十分に行われないことが考えられる。このため、

図 5.6 二点交叉

図 5.7 突然変異
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繰り返しの過程において、個体群に新しい遺伝子をもつ個体を補充する必要がある。この

操作を GA では突然変異とよぶ。GA では、染色体上の任意の遺伝子座の遺伝子が低い確率

（突然変異確率 pm）で突然変異の対象とされ、その対象となった遺伝子座を他の対立遺伝

子に置き換えることにより、交叉だけでは生成できない個体を生成する。突然変異の対象

となる遺伝子は、前述の交叉と同様に 0~1 までの乱数 rand を発生させ、乱数の発生回数と

1 番目の個体の第 1 遺伝子座から数えた位置とを対応させながら、rand<pmが満足された染

色体の遺伝子座を突然変異させる。図 5.7 に突然変異の例を示す。図 5.7 に示すように、突

然変異により個体 1001110100 の第 4 遺伝子座が選ばれ、第 4 遺伝子座の遺伝子 1 が対立遺

伝子である 0 に置き換えられる。

GA を設計する際に必要なパラメータは (1) 1 世代あたりの個体数 K、(2) 終了条件となる

最終世代数、(3) 交叉確率 pc、(4) 突然変異確率 pm がある。また、GA では(2)の最終世代ま

でに得られた個体の中で適応度、つまり発電電力量 W が最大となる個体を準最適解とする。

5.3.2 計算結果

定格一定制御方式において、発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比お

よび発電機の定格容量を求める際に用いた GA のパラメータを表 5.1、一例として二次供給

電圧 Er 一定制御方式における世代毎の年間発電電力量の最大値、このときの増速比および

発電機の定格容量を図 5.8 に示す。図 5.8 に示すように、世代が進むにつれて年間発電電力

量 W は大きくなり、100 世代を超えるとほぼ一定の値となった。そして、157 世代の増速比

a および発電機の定格容量 SBを用いた場合の年間発電電力量 W が最大となり、約 10.71MWh

となった。

定格一定制御方式および比較のため MPPT 制御方式における増速比および発電機の定格

容量の結果を表 5.2 に示す。表 5.2 に示すように、定格一定制御方式は MPPT 制御方式と比

較し増速比 a は増加し、発電機の定格容量 SBは約 6.5~17.6%減少した。これは図 4.1 および

図 5.1~5.3 に示すように、定格流速 vn~年間最大流速 vm の範囲における定格一定制御方式の

動作点は MPPT 制御方式よりも低回転速度となるため、定格一定制御方式の a は MPPT 制

御方式よりも増加する。また、MPPT 制御方式の SBは年間最大流速 vm における最大水車出

力（発電機入力）に合わせた容量となる。一方、上述したように定格一定制御方式の動作

点は低回転速度となり、vm における水車出力（発電機入力）は MPPT 制御方式よりも小さ

くなる。このため、定格一定制御方式の SBは MPPT 制御方式よりも小さい水車出力（発電

機入力）に合わせた容量となるため、SBは MPPT 制御方式よりも減少する。
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表 5.1 GA のパラメータ

図 5.8 発電電力量、増速比および発電機の定格容量（Er一定制御方式）

表 5.2 MPPT 制御方式および定格一定制御方式における

増速比と発電機の定格容量

1世代あたりの個体数 K 100

最終世代数 200

交叉確率 p c 0.7

突然変異確率 p m 0.005

増速比 a 25.24 28.59 26.60 33.02

発電機の定格容量 S B [kVA] 9.93 9.28 8.48 8.18

二次側インバータ容量 S BI [kVA] 9.01 6.29 7.69 7.42

年間発電電力量 W [MWh] 10.54 10.58 10.58 10.71

エネルギー変換効率 η E [%] 21.15 21.24 21.23 21.50

年間設備利用率 C F [%] 14.38 15.45 16.90 17.75

発電開始・停止流速 v 0 [m/s] 0.81 0.79 0.76 0.75

定格流速 v n [m/s] － 3.45 3.70 2.99

発電最大流速 v max [m/s] 3.90 3.90 3.90 3.86

E r一定

制御

MPPT

制御

P To一定

制御

P 1一定

制御
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次に、MPPT 制御方式よりも定格一定制御方式の SBおよび SBI が減少したにも関わらず W

が増加した理由について考察する。定格一定制御方式において定格流速 vnまでは MPPT 制

御としているため、発電機入力 PGi は MPPT 制御方式と等しくなる。表 5.2 に示すように、

増速比 a は MPPT 制御方式よりも定格一定制御方式の方が大きいため、定格一定制御方式

の方が vn 以下の発電機回転角速度 ωG は大きくなる。また、PGiは ωG と発電機トルク Teの

積で表されるため、定格一定制御方式の Teは MPPT 制御方式と比較して小さくなる。また、

第 3 章で述べたように、発電機の励磁電流となる無効電流は一次側から供給する。このた

め、二次電流の無効分に相当する二次 d 軸電流 idrはほぼ 0 となり、(3.31)式より Te は二次 q

軸電流 iqr にほぼ比例する。よって、Te が小さくなる定格一定制御方式は iqr が小さくなる。

その結果、発電機の損失が小さくなり、定格一定制御方式の年間発電電力量 W は MPPT 制

御方式より若干ではあるが大きくなる。

前述の結果より、定格一定制御方式の年間設備利用率 CFは約 15~18%となり、MPPT 制御

方式の約 14%を上回る。PTo 一定制御方式は発電機の定格容量 SBに対する二次側インバータ

容量 SBI の割合が約 68%となり定格一定制御方式の中では最小となるが、風力発電における

25~30%(12)と比較して大きい。このようになったのは、風力発電において、低から中風速の

範囲では発電機の速度制御により、高風速の範囲ではブレードのピッチ角制御により可変

速制御を行う(35)。これに対し本方式では、全ての流速において発電機の速度制御のみで可

変速制御を行う。このため、発電機の速度制御範囲が広くなり、SBI が大きくなると考えら

れる。

発電最大流速 vmax は PTo一定制御方式および P1一定制御方式の場合、年間最大流速 vmと

等しくなる。一方、Er 一定制御方式は一次電流 Is が vm 以下の流速で定格となるため

vmax=3.86m/s となるが、vm（=3.9m/s）に近い流速まで運転できている。

5.4 定格一定制御方式における速度制御システムの応答

表 5.2 に示す年間発電電力量 W を最大とする増速比 a および発電機の定格容量 SBを用い

て、潮流発電システムが定格一定制御方式で運転している場合、図 3.3 に示す速度制御シス

テムの応答について MATLAB/Simulink を用いてシミュレーションにより検討する。

5.4.1 発電機入力（水車出力）一定制御方式

潮流発電システムが PTo一定制御方式で運転している場合、流速の正弦波変化に対する速

度制御システムの応答についてシミュレーションにより検討する。入力となる流速 v は図



73

4.4 に示した正弦波変化する流速を使用する。PI 制御のパラメータを表 5.3 に、シミュレー

ション結果を図 5.9~図 5.15 に示す。ただし、図中の値は表 5.2 に示す発電機の定格容量を

基準とした単位法表記である。

表 5.3 PI 制御のパラメータ（PTo 一定制御方式）

図 5.9 すべり（PTo一定制御方式）

比例制御ゲイン Kps 2.00

積分時間 Ts [s] 0.01

比例制御ゲイン Kpi 0.10

積分時間 Ti [s] 0.01

P To一定制御
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図 5.10 水車出力（PTo 一定制御方式）

図 5.11 一次 d、q 軸電流、一次電流（PTo 一定制御方式）
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図 5.12 二次 d、q 軸電流、二次電流（PTo 一定制御方式）

図 5.13 二次 d、q 軸電圧、二次供給電圧（PTo 一定制御方式）
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図 5.14 一次・二次有効電力、システムの発電電力（PTo一定制御方式）

図 5.15 一次・二次皮相電力（PTo 一定制御方式）
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図 5.9 にシミュレーション結果のすべり s を示す。s は目標値の変化に対して良好に追従

し、目標値とほぼ重なっている。図 5.10 にシミュレーション結果の水車出力 PTo を示す。

PTo は流速の変化に対して 0~1.36pu まで変化し、約 690~1310 秒の範囲では制御方式が PTo

一定制御となるため、PToは一定となっている。

図 5.11 にシミュレーション結果の一次 d、q 軸電流 ids、iqs、一次電流 Isを示す。ids は制御

方式が変化する約 690 秒および 1310 秒で変動しているが、すべての時間において一定とな

るように制御され、目標値とほぼ重なっている。iqs は流速の変化に対して 0.03~-1.46pu まで

変化している。Isは制御方式が変化する約 690 秒および 1310 秒で変動しているが、定格以

内で変化している。

図 5.12 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電流 idr、iqr、二次電流 Irを示す。idrは制御

方式が変化する約 690 秒および 1310 秒で変動しているが、この部分を除いた範囲では流速

の変化に対して 0~-0.05pu まで変化している。iqr は流速の変化に対して 0~1.57pu まで変化し

ている。Ir は制御方式が変化する約 690 秒および 1310 秒で変動しているが、定格以内で変

化している。

図 5.13 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電圧 vdr、vqr、二次供給電圧 Erを示す。vdr

は流速の変化に対して 0.05~-0.30pu まで変化している。vqr は流速の変化に対して

1.64~-1.72pu まで変化している。約 690~1310 秒の範囲では制御方式が PTo 一定制御となるた

め、約 690~1000 秒の範囲では s が増加、つまり回転速度が減少しているため vdr、vqrの絶対

値はともに減少している。また、約 1000~1310 秒の範囲では s が減少、つまり回転速度が増

加しているため vdr、vqrの絶対値はともに増加している。Erはすべての時間において定格以

内で変化している。

図 5.14 にシミュレーション結果の一次・二次有効電力 P1、P2、システムの発電電力 P3

を示す。P1はほぼ全ての時間において負となっている。P2 は約 290~1710 秒の範囲では負と

なり、二次側の電源つまり二次側インバータを介して出力を取り出せる。P3 は約 690~1310

秒の範囲では制御方式が PTo 一定制御となるためほぼ一定の出力を取り出せ、約 610~1390

秒の範囲では発電機の定格容量（1pu）を超える。しかし、図 5.15 に示すシミュレーション

結果の一次・二次皮相電力 S1、S2 より、S1 は最大約 1.00pu、S2 は最大約 0.69pu となり、定

格以内である。また、P3は最大約 1.30pu となり、このときのシステム効率 ηS は約 95%とな

る。
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5.4.2 一次有効電力一定制御方式

潮流発電システムが P1 一定制御方式で運転している場合、流速の正弦波変化に対する速

度制御システムの応答についてシミュレーションにより検討する。PI 制御のパラメータを

表 5.4 に、シミュレーション結果を図 5.16~図 5.22 に示す。ただし、図中の値は表 5.2 に示

す発電機の定格容量を基準とした単位法表記である。

表 5.4 PI 制御のパラメータ（P1 一定制御方式）

図 5.16 すべり（P1一定制御方式）

比例制御ゲイン Kps 2.000

積分時間 Ts [s] 1.000

比例制御ゲイン Kpi 0.700

積分時間 Ti [s] 0.005

P 1一定制御
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図 5.17 水車出力（P1 一定制御方式）

図 5.18 一次 d、q 軸電流、一次電流（P1 一定制御方式）
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図 5.19 二次 d、q 軸電流、二次電流（P1 一定制御方式）

図 5.20 二次 d、q 軸電圧、二次供給電圧（P1 一定制御方式）
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図 5.21 一次・二次有効電力、システムの発電電力（P1一定制御方式）

図 5.22 一次・二次皮相電力（P1 一定制御方式）
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図 5.16 にシミュレーション結果のすべり s を示す。s は目標値の変化に対して良好に追従

し、目標値とほぼ重なっている。図 5.17 にシミュレーション結果の水車出力 PTo を示す。

PTo は流速の変化に対して 0~1.84pu まで変化している。

図 5.18 にシミュレーション結果の一次 d、q 軸電流 ids、iqs、一次電流 Isを示す。idsは制御

方式が変化する約 800 秒および 1200 秒で変動しているが、すべての時間において一定とな

るように制御され、目標値とほぼ重なっている。iqs も制御方式が変化する約 800 秒および

1200 秒で変動しているが、この部分を除いた範囲では流速の変化に対し 0.03~-1.46pu まで

変化している。また、前述したように、P1一定制御は Is一定制御でもある。よって、約800~1200

秒の範囲では制御方式が Is 一定制御となるため、Isはほぼ一定となり、すべての時間におい

て定格以内で変化している。

図 5.19 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電流 idr、iqr、二次電流 Irを示す。idrは制御

方式が変化する約 800 秒および 1200 秒で変動しているが、この部分を除いた範囲では流速

の変化に対して 0~-0.05pu まで変化している。iqrも制御方式が変化する約 800 秒および 1200

秒で変動しているが、この部分を除いた範囲では流速の変化に対して 0~1.57pu まで変化し

ている。また、約 800~1200 秒の範囲では制御方式が P1一定制御つまり Is 一定制御となるた

め、Ir はほぼ一定となり、すべての時間において定格以内で変化している。

図 5.20 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電圧 vdr、vqr、二次供給電圧 Erを示す。vdr

は流速の変化に対して 0.05~-0.38pu まで変化している。vqr は流速の変化に対して

1.64~-1.69pu まで変化している。Er はすべての時間において定格以内で変化している。

図 5.21 にシミュレーション結果の一次・二次有効電力 P1、P2、システムの発電電力 P3

を示す。P1 はほぼ全ての時間において負となり、約 800~1200 秒の間では制御方式が P1 一

定制御となるため、P1はほぼ一定となっている。P2は約310~870秒の範囲および約1130~1690

秒の範囲では負となり、二次側の電源つまり二次側インバータを介して出力を取り出すこ

とができる。P3 は約 800~1200 秒の範囲では制御方式が P1 一定制御となるため減少し、約

580~800 秒の範囲および約 1200~1420 秒の範囲では発電機の定格容量（1pu）を超えている。

しかし、図 5.22 に示す一次・二次皮相電力 S1、S2より、S1 は制御方式が変化する約 800 秒

および 1200 秒で過渡的に 1pu を超える範囲を除けば最大約 1.00pu、S2は最大約 0.92pu とな

り、定格以内である。また、P3は最大約 1.72pu となり、このときのシステム効率 ηS は約 94%

となる。
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5.4.3 二次供給電圧一定制御方式

潮流発電システムが Er 一定制御方式で運転している場合、流速の正弦波変化に対する速

度制御システムの応答についてシミュレーションにより検討する。流速 v の変化は図 4.4 に

示した正弦波変化する流速を使用するが、表 5.2よりEr一定制御方式の vmax=3.86m/sであり、

これを上回る流速では発電機の定格を超えるおそれがある。前述したように、v が上昇し vmax

で発電を停止し、v が低下し再び vmax に戻ってから発電を開始すべきであるが、発電開始時

における突入電流の抑制制御などを制御システムに追加する必要があり、制御システムが

複雑となる。ここでは、表 5.2 に示した発電機の定格容量よりも若干大きい容量としてシミ

ュレーションを行った。PI 制御のパラメータを表 5.5 に、シミュレーション結果を図 5.23~

図 5.29 に示す。ただし、図中の値は表 5.2 に示す発電機の定格容量を基準とした単位法表

記である。

表 5.5 PI 制御のパラメータ（Er一定制御方式）

比例制御ゲイン Kps 2.50

積分時間 Ts [s] 0.05

比例制御ゲイン Kpi 0.30

積分時間 Ti [s] 0.05

E r一定制御
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図 5.23 すべり（Er 一定制御方式）

図 5.24 水車出力（Er一定制御方式）
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図 5.25 一次 d、q 軸電流、一次電流（Er一定制御方式）

図 5.26 二次 d、q 軸電流、二次電流（Er一定制御方式）
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図 5.27 二次 d、q 軸電圧、二次供給電圧（Er一定制御方式）

図 5.28 一次・二次有効電力、システムの発電電力（Er 一定制御方式）
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図 5.29 一次・二次皮相電力（Er一定制御方式）

図 5.23 にシミュレーション結果のすべり s を示す。s は目標値の変化に対して良好に追従

し、目標値とほぼ重なっている。また、約 550~1450 秒の範囲では制御方式が Er 一定制御と

なるため、s はほぼ一定となるように制御されている。図 5.24 にシミュレーション結果の水

車出力 PToを示す。PTo は流速の変化に対して 0~1.88pu まで変化している。

図 5.25 にシミュレーション結果の一次 d、q 軸電流 ids、iqs、一次電流 Isを示す。idsはすべ

ての時間において一定となるように制御され、目標値とほぼ重なっている。iqs は流速の変

化に対して 0.03~-1.49pu まで変化している。Is は年間最大流速 vm となる時刻において約

1.01pu となり定格を超えているが、表 5.2 に示す発電機の定格容量よりも若干大きい容量と

すれば、vmまで運転可能と考えられる。

図 5.26 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電流 idr、iqr、二次電流 Irを示す。idrは流速

の変化に対して 0~-0.05pu まで変化している。iqr は流速の変化に対して 0~1.60pu まで変化し

ている。Ir はすべての時間において定格以内で変化している。

図 5.27 にシミュレーション結果の二次 d、q 軸電圧 vdr、vqr、二次供給電圧 Erを示す。vdr

は流速の変化に対して 0.05~-0.38pu まで変化している。vqr は流速の変化に対して

1.64~-1.72pu まで変化している。Er は定格以内で変化しており、約 550~1450 秒の範囲では

制御方式が Er 一定制御となるため、Er はほぼ一定となっている。
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図 5.28 にシミュレーション結果の一次・二次有効電力 P1、P2、システムの発電電力 P3

を示す。P1はほぼすべての時間において負となっている。P2は約 240~1760 秒の範囲では負

となっており、二次側の電源つまり二次側インバータを介して出力を取り出せる。P3 は約

560~1440 秒の範囲では発電機の定格容量（1pu）を超える。しかし、図 5.29 に示すシミュ

レーション結果の一次・二次皮相電力 S1、S2 より、vmax における S1は約 1.00pu、S2 は約 0.91pu

となり、定格以内である。また、vmaxにおける P3は約 1.72pu となり、このときのシステム

効率 ηS は約 94%となる。

5.5 まとめ

本章では、MPPT 制御方式よりも発電機の定格容量を低減し、年間設備利用率を高めるた

めに 3 つの定格一定制御方式を提案した。潮流発電システムが定格一定制御方式で運転す

る場合、発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量

を求めた。定格一定制御方式は定格流速を境に制御方式が変化するため、増速比および発

電機の定格容量に対する解曲面の傾きが不連続となる。したがって、第 4 章で述べた乗数

法のような非線形計画法を適用できない。そこで、本章では、傾きが不連続な関数の最大

化問題を解く手法として GA を適用した。また、求めた増速比および発電機の定格容量を用

いた場合、流速の正弦波変化に対する速度制御システムの応答について MATLAB/Simulink

を用いてシミュレーションにより検討した。本章で明らかにした点は以下の通りである。

(1) 発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量につ

いて検討した結果、定格一定制御方式は MPPT 制御方式と比較し、増速比は増加し、発電

機の定格容量は約 6.5~17.6%減少した。これは、MPPT 制御方式と比較し、動作点は低回転

速度となり、発電機の定格容量は年間最大流速における最大水車出力より小さい水車出力

に合わせた容量となるためである。また、年間設備利用率は約 15~18%となり、MPPT 制御

方式の約 14%を上回る。

(2) 流速の正弦波変化に対する速度制御システムの応答についてシミュレーションを行っ

た結果、定格一定制御方式は MPPT 制御方式と同様に、回転速度と一次 d 軸電流は目標値

に対して良好に追従することを示した。また、発電機出力は一次側からだけではなく、イ

ンバータを介して二次側からも取り出すことができ、システムの発電電力は高流速におい

て MPPT 制御方式と同様に、発電機の定格容量以上の出力を取り出せることを示した。
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第 6 章 結論

6.1 本研究で得られた成果

本研究では、これまでに検討されてきた定速運転方式の潮流発電システム(14)(15)よりも年

間設備利用率をさらに高めることを目的として、超同期セルビウス方式の巻線形誘導発電

機（DFIG）を用いた可変速運転方式の潮流発電システムについて検討した。はじめに、潮

流発電システムの発電電力量を求めるために、ダリウス形水車のパワー係数特性および流

速の出現確率密度関数を用いた発電電力量の計算法について述べた。次に、発電機の可変

速運転を行うには速度制御システムが必要となるため、速度制御システムの構築を行った。

最後に、最大出力点追従（MPPT）制御方式および定格一定制御方式において、発電機が過

負荷とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を求める手法を提案

し、増速比および発電機の定格容量を明らかにした。また、求めた増速比および発電機の

定格容量を用いた場合における速度制御システムの応答について MATLAB/Simulink を用い

てシミュレーションにより検討した。以下にその成果をまとめる。

(1) 潮流発電システムの発電電力量

潮流発電システムの発電電力量を求めるには水車の効率に相当する水車のパワー係数が

必要となる。パワー係数特性は翼周辺の流れが複雑であり理論的には十分に解明されてい

ないため、本研究では水路実験により得られたパワー係数特性を用いる。しかし、水路実

験により得られたパワー係数特性は実験値であるため離散値である。このため、本研究で

は水路実験により得られたトルク係数特性を 3 次の平滑化スプライン関数で近似を行い、

周速比とトルク係数の積からパワー係数特性を求めた。

次に、潮流発電システムの発電電力量を求める際に必要となる出現確率密度関数を求め

た。流速の出現確率密度関数を求めるための流速データの一例として、海上保安庁海洋情

報部より公表されている明石海峡中央付近における 1 年間の流速の推定値(16)を用いた。そ

の結果、出現確率密度関数は流速が低い範囲では大きくなり、高い範囲では小さくなるこ

とを明らかにした。また、発電電力量は対象となる期間における発電電力を時間で積分す

ることにより求められるが、本研究では流速の出現確率密度関数を用いた発電電力量の計

算法について検討した。
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(2) 速度制御システムの構築

本研究では、流速の変化に対し MPPT 制御方式は最大水車出力、定格一定制御方式は発

電機入力（水車出力）一定、一次有効電力一定および二次供給電圧の大きさを一定にする

水車出力を得るために、これらに対応する回転速度を目標値として、二次供給電圧を制御

することにより回転速度を制御する速度制御システムの構築を行った。本研究で検討する

潮流発電システムでは、二次側に接続するインバ－タ容量を低減するために、発電機の励

磁電流を一次側から供給し、これを一定とするように制御する。また、潮流流速の周期が 1

周期約 12 時間と長く流速の変化が遅いため、速度制御システムの補償装置は単純な PI 制御

とした。

MATLAB/Simulink 上で構築した速度制御システムを用いて、流速のステップ変化に対す

る応答についてシミュレーションを行った結果、回転速度と一次 d 軸電流は目標値に対し

て良好に追従することを示した。

(3) MPPT 制御方式

潮流発電システムが年間最大流速まで MPPT 制御方式で運転する場合、発電機が過負荷

とならず発電電力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を求める手法として乗数

法を用いる手法を提案し、増速比および発電機の定格容量を明らかにした。その結果、定

速運転方式と比較し、増速比はわずかに増加するがほとんど変わらず、発電機の定格容量

は約 13.2%減少した。また、年間設備利用率は約 14%となり、定速運転方式の約 10%を上

回る。

潮流発電システムが MPPT 制御方式で運転する場合、発電機が過負荷とならず発電電力

量を最大とする増速比および発電機の定格容量を用いて、流速の正弦波変化に対する速度

制御システムの応答についてシミュレーションにより検討した。その結果、回転速度と一

次 d 軸電流は目標値に対して良好に追従することを示した。また、発電機出力は一次側か

らだけではなく、インバータを介して二次側からも取り出すことができる。このため、シ

ステムの発電電力は発電機の定格容量以上の出力を取り出せることを示した。

(4) 定格一定制御方式

MPPT 制御方式の場合、出現確率密度の低い年間最大流速に合わせた発電機の定格容量と

する必要があるため発電機の定格容量が大きくなり、経済的に不利となる。また、発電機

の定格容量を小さくすると高流速において発電機の電圧、電流が定格を超えるおそれがあ
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る。そこで、発電機が定格となる流速までは MPPT 制御で運転を行い、それ以上の流速に

おいて、発電機入力（水車出力）一定、一次有効電力一定および二次供給電圧の大きさを

一定として制御を行う定格一定制御方式を提案した。そして、潮流発電システムが定格一

定制御方式で運転する場合、発電機が過負荷とならず発電電力量を最大とする増速比およ

び発電機の定格容量を求めた。定格一定制御方式は発電機の定格となる流速を境に制御方

式が変化するため、増速比および発電機の定格容量に対する解曲面の傾きが不連続となる。

本研究では不連続な傾きを持つ関数の最大化問題を解く手法として遺伝的アルゴリズムを

適用した。その結果、MPPT 制御方式と比較し増速比は増加し、発電機の定格容量は約

6.5~17.6%減少した。これは、MPPT 制御方式と比較し、動作点は低回転速度となり、発電

機の定格容量は年間最大流速における最大水車出力より小さい水車出力に合わせた容量と

なるためである。また、年間設備利用率は約 15~18%となり、MPPT 制御方式の約 14%を上

回る。

潮流発電システムが定格一定制御方式で運転する場合、発電機が過負荷とならず発電電

力量を最大とする増速比および発電機の定格容量を用いて、流速の正弦波変化に対する速

度制御システムの応答についてシミュレーションにより検討した。その結果、回転速度と

一次 d 軸電流は目標値に対して良好に追従することを示した。また、発電機出力は一次側

からだけではなく、インバータを介して二次側からも取り出すことができる。このため、

システムの発電電力は MPPT 制御方式と同様に、発電機の定格容量以上の出力を取り出せ

ることを示した。

6.2 今後の課題

(1) MPPT 制御方式および定格一定制御方式では、流速が増加し発電開始流速となる流速で

発電を開始し、流速が減少し発電停止流速に戻ってから発電を停止する。この場合、発電

を停止するために電源を遮断するなどの方法が考えられるが、発電開始時に電源を直接投

入すると発電機に突入電流が流れる。このため、発電開始時における突入電流の抑制法に

ついて検討する必要がある。

(2) 本研究で構築した速度制御システムにおいて、各制御モードにより決められる水車出力

およびこれに対応する回転速度は水路実験により得られた水車特性より求めた。しかし、

実海域に置かれた水車は海洋生物等の影響により、水車性能が劣化する(36)。このため、長

期間水車を実海域に置くと、水路実験により得られた水車特性と実際の水車特性に差異が
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生じ、各制御モードで運転することができなくなることが考えられる。したがって、水車

が劣化した場合にも各制御モードで運転することができる速度制御システムを構築する必

要がある。

(3) 第 1 章で述べたように、発電機の可変速運転方式として本研究での DFIG を用いた潮流

発電システムの他に同期発電機を用いた潮流発電システムが考えられる。このため、この

システムを用いた場合における速度制御システムの構築、年間設備利用率の算出を行い、

DFIG を用いた潮流発電システムと比較する必要がある。
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付録 誘導発電機の電圧方程式

付-1. d-q 軸の定義および d-q 変換式

三相巻線の d-q 変換は、突極形同期発電機の突発短絡時の過渡現象を解析するために、

1929 年に Park(37)によって、「ブロンデルの二反作用理論」の拡張として発表された解析法で

ある。その後、同期機の非定常運転の解析に広く用いられるとともに、本研究で用いる誘

導機の解析にも用いられる。

付図 1 に誘導機における d 軸、q 軸の定義を示す。ただし、図中の s はすべり、ωは同期

角速度（電気角表示）である。

付図 1 に示すように、一次側 a 相、b 相、c 相巻線に流れる電流により発生する起磁力が

a 相軸、b 相軸、c 相軸の方向となる場合の電流方向を正とする。同様に、二次側 u 相、v

相、w 相巻線に流れる電流により発生する起磁力が u 相軸、v 相軸、w 相軸の方向となる場

合の電流方向を正とする。また、d、q 軸は a 相軸を基準軸とし、a 相軸から電気角で角度 θ

進んだ位置に d 軸をとり、直軸と電気角で 90°遅れの方向とした軸を q 軸と定義する。

付図 1 d-q 軸の定義
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a 相軸、b 相軸、c 相軸は静止し、u 相軸、v 相軸、w 相軸は )1( s で回転し、d 軸および q

軸は ωで回転するものとする。また、a 相軸と u 相軸とのなす角度を θr、u 相軸と d 軸との

なす角度を θdrとする。

一次電流 ia、ib、icから一次 d、q 軸電流 ids、iqsと一次 0 相電流 i0sに変換する式は次式で

定義される(29)(37)。
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ただし、θ=ωt、t は時間[s]、
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sP である。また、係数

3

2
は d、q 軸電圧および電流で計算した電力と a、b、c 相の電圧および電流で計算した電

力が等しくなるように選ばれた係数である。(付-1)式は電流ベクトル s
dq0i 、 abci および Ps を

用いて表すと次式のように表される。

abcs
s
dq iPi 0 (付-2)

ただし、 T
sqsds

s
dq iii ][ 00 i 、 T

cbaabc iii ][i 、添字 T は行列の転置を表す。

また、ids、iqs、i0sから ia、ib、ic への逆変換は次式となる。
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(付-3)式は s
dq0i 、 abci および Ps の逆行列 1

sP を用いて表すと次式のように表される。

s
dqsabc 0

1iPi  (付-4)

二次電流 iu、iv、iwから二次 d、q 軸電流 idr、iqrと二次 0 相電流 i0rへの変換する式は次式
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となる。
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ただし、付図 1 より tststrdr   )1( 、
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drdrdr

drdrdr

rP である。(付-5)式は電流ベクトル r
dq0i 、 uvwi

および Pr を用いて表すと次式のように表される。

uvwr
r
dq iPi 0 (付-6)

ただし、 T
rqrdr

r
dq iii ][ 00 i 、 T

wvuuvw iii ][i である。また、idr、iqr、i0rから iu、iv、iw

への逆変換は次式のように表される。
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(付-7)

(付-7)式は r
dq0i 、 uvwi および 1

rP を用いて表すと次式のように表される。

r
dqruvw 0

1iPi  (付-8)

上述の関係を用いて、一次、二次電圧および固定子、回転子の鎖交磁束数の d、q 軸量を求

める。

付-2. 固定子、回転子巻線のインダクタンス

固定子（一次側）、回転子（二次側）間のギャップは一様とする。本研究では巻線形誘導

機を対象とするが、かご形誘導機においても同様に適用することができる。
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付図 2 a 相巻線に流れる電流により発生する磁束と磁束の空間ベクトル

付-2-1. 固定子巻線のインダクタンス

付図 2(a)に固定子（一次）a 相巻線に流れる電流により発生する磁束 ls 、 a を、付図 2(b)

に固定子各相の電流により発生する磁束 a 、 b および c の空間ベクトルを示す。ただし、

a 、 b および c は固定子各相の電流により発生する磁束であり、 ls は漏れ磁束である。

一次電流 iaによる固定子 a 相巻線に鎖交する磁束 aa は付図 2(a)より(付-9)式となる。

algwawlawglsaaa iyyNkiNkyiNky )( 1111111111   (付-9)

ただし、yg1、yl1： a 、 ls の通る磁路のパーミアンス、kw1：固定子（一次）巻線の巻線係数、

N1：固定子（一次）巻線の巻回数である。したがって、固定子巻線の自己インダクタンス

L11 は(付-10)式となる。

  algw

aawa

iyyNk

NkiL

)( 11
2

11

1111



 

    11
2

111
2

11111 lwlwg LLNkyNkyL  (付-10)

次に、固定子 a 相、b 相巻線間の相互インダクタンス Mba を求める。付図 2(b)より、(付-9)

式の第 1 項 a が b 相巻線に鎖交する磁束 ba は a を b 相軸に投影したものとなるため、次式

のように表される。

(a) a 相巻線に流れる電流により

発生する磁束
(b) 磁束の空間ベクトル
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3

2
cosaba  (付-11)

したがって、固定子 a 相、b 相巻線間の相互インダクタンス Mba は(付-12)式となる。

  



3

2
cos

2
111

11

awg

bawaba

iNky

NkiM





  1
2

111
2

1

2

1
LNkyM wgba  (付-12)

上記のことは固定子a相、c相巻線間、固定子b相、c相巻線間も巻線の幾何学的配置は同じな

ので、次式が成立する。以降、固定子各相巻線間の相互インダクタンスはM1と表記する。

accbba MMMM 1 (付-13)

付-2-2. 回転子巻線のインダクタンス

回転子（二次）巻線 u 相、v 相、w 相巻線は固定子巻線と幾何学的配置が同じであるから、

回転子巻線の自己インダクタンス L22 は(付-14)式となる。

    22
2

222
2

22222 lwlwg LLNkyNkyL  (付-14)

ただし、kw2：回転子（二次）巻線の巻線係数、N2：回転子（二次）巻線の巻回数である。

回転子巻線間の相互インダクタンス M2 も(付-12)式と同様に考えると(付-15)式となる。

  2
2

2222
2

1

2

1
LNkyM wg  (付-15)

付-2-3. 固定子・回転子巻線間のインダクタンス

固定子 a 相巻線の電流 ia により発生する磁束 a が回転子 u 相巻線に鎖交する磁束 ua は、

付図 1 から次式のように表される。

raua  cos (付-16)

ただし、 tsr  )1(  で、a 相軸から u 相軸までの電気角である。よって、固定子 a 相巻線

から回転子 u 相巻線に鎖交する磁束 ua による相互インダクタンス Muaは(付-17)式となる。

rawwg

raw

uawaua

iNNkky

Nk

NkiM







cos

cos

21211

22

22







rwwgua NNkkyM cos21211 (付-17)

また、回転子 u 相巻線の電流 iu による磁束 u が固定子 a 相巻線に鎖交する磁束 au は次式の
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ように表される。

ruau  cos (付-18)

よって、回転子 u 相巻線から固定子 a 相巻線に鎖交する磁束 au による相互インダクタンス

Mau は(付-19)式となる。

rwwgau NNkkyM cos21212 (付-19)

ここで、固定子、回転子巻線間のギャップは一様としているため、固定子および回転子巻

線の作る磁路のパーミアンス yg1、yg2 は等しい。したがって、Mua と Mau の関係は(付-20)式

となる。

rrwwgrwwgauua MNNkkyNNkkyMM  coscoscos 122121221211  (付-20)

ただし、 212122121112 NNkkyNNkkyM wwgwwg  は固定子、回転子巻線間の相互インダクタ

ンスである。

同様に、固定子 a 相巻線から回転子 v 相巻線に鎖交する磁束による相互インダクタンス

Mva、v 相巻線から a 相巻線に鎖交する磁束による相互インダクタンス Mav、a 相巻線から回

転子 w 相巻線に鎖交する磁束による相互インダクタンス Mwa、w 相巻線から a 相巻線に鎖交

する磁束による相互インダクタンス Mawは(付-21)式となる。









)3/4cos(

)3/2cos(

12

12





rawwa

ravva

MMM

MMM
(付-21)

固定子 b 相および c 相も固定子、回転子巻線間の相互インダクタンスを考えると(付-22)式、

(付-23)式となる。















avrbwwb

aurbvvb
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(付-22)
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avrcuuc
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)3/4cos(

)3/2cos(

12

12

12

(付-23)

付-3. 固定子・回転子巻線の鎖交磁束数

上記の自己インダクタンスおよび相互インダクタンスを用いると、固定子 a 相巻線、b 相

巻線、c 相巻線の鎖交磁束数 ψa、ψb、ψc は(付-24)式となる。















wcwvcvucucbac

wbwvbvubucbab

wawvavuaucbaa

iMiMiMiLiMiM

iMiMiMiMiLiM

iMiMiMiMiMiL

1111

1111

1111







(付-24)

(付-24)式に(付-20)式～(付-23)式を代入すると(付-25)式となる。
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)3/4cos()3/2cos(cos
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1111
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1111

(付-25)

固定子と同様に、自己インダクタンスおよび相互インダクタンスを用いると、回転子 u

相巻線、v 相巻線、w 相巻線の鎖交磁束数 ψu、ψv、ψwは(付-26)式となる。















wvucwcbwbawaw

wvucvcbvbavav

wvucucbubauau

iLiMiMiMiMiM

iMiLiMiMiMiM

iMiMiLiMiMiM

2222

2222

2222







(付-26)

(付-26)式に(付-20)式～(付-23)式を代入すると(付-27)式となる。
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(付-27)

付-3-1. 固定子巻線の鎖交磁束数の d-q 変換

(付-1)式の電流 iを鎖交磁束数ψに置き換えると、固定子巻線の鎖交磁束数のd、q軸量ψds、

ψqsおよび 0 相量 ψ0sは(付-28)式となる。
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cbads







3

1

)32sin()32sin(sin
3

2

)32cos()32cos(cos
3

2

0

(付-28)

(付-28)式の ds に(付-25)式を代入すると、 ds は(付-29)式となる。
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iiiM
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(付-29)

(付-29)式の中で係数 L11を含む項の和は次式のように表される。

  dscba iLiiiL 1111 )3/2cos()3/2cos(cos
3

2
  (付-30)

ただし、  )3/2cos()3/2cos(cos
3

2
  cbads iiii である。

同様に、(付-29)式の中で係数 1M を含む項の和は(付-31)式となる。

 

 
   














)32cos(cos)32cos(cos
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ii
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  dscba iMiiiM 11 )32cos()32cos(cos
3

2
  (付-31)

ただし、途中で 0)3/2cos()3/2cos(cos   の関係を用いた。

同様に、(付-29)式の中で係数 12M を含む項の和は次式のように表される。

 wvu IIIM 12
3

2
(付-32)

た だ し 、  )32cos()32cos()32cos()32cos(coscos   rrruu iI 、

 )32cos()32cos()32cos(coscos)32cos(   rrrvv iI 、

 )32cos(cos)32cos()32cos(cos)32cos(   rrrww iI であり、

)34cos(  r を )32cos(  r に置き換えている。

(付-32)式より、       coscos
2

1
coscos を用いて展開する。まず Iu について

まとめると(付-33)式となる。
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)cos(
2

3
rui  

)}1(1cos{
2

3
siu 

druu isi  cos
2

3
)cos(

2

3
 (付-33)

ただし、 0)3/4cos()3/4cos()cos(   rrr 、  sdr  である。Iv、Iwにつ

いても Iu と同様に考えると、(付-34)式および(付-35)式となる。
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  drwi (付-35)

(付-29)式の ds は(付-30)式~(付-35)式より次式のように表される。

 )3/2cos()3/2cos(cos
3

2

2
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)(

12

111









drwdrvdru

dsds

iiiM

iML

drds iMiML 12111
2

3
)( 

drdsl iMiLLL 12111
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3
)}

2

1
({ 

drmdssdrdsl iLiLiMiLL  11211
2

3
)

2

3
( (付-36)

ただし、  )3/2cos()3/2cos(cos
3

2
  drwdrvdrudr iiii 、(付-10)式および(付-12)

式より 1111 lLLL  、 2/11 LM  である。また、 23 111 LLL ls  、 23 12MLm  とした。

固定子の鎖交磁束数の q 軸量は d 軸変換と同様の計算方法で求めることができる。した

がって、固定子の鎖交磁束数の q 軸量 qs は(付-37)式となる。

qrmqssqrqslqs iLiLiMiLL  11211
2

3
)

2

3
( (付-37)
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固定子の鎖交磁束数の 0 相量 s0 を求める。(付-25)式の各式 12M { }内 wvu iii ,, 項のそれ

ぞれの和は零となるため、 s0 は(付-38)式となる。

)(
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1
1111111111110 cbacbacbas iLiMiMiMiLiMiMiMiL 

})2()2()2{(
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1
111111111 cba iMLiMLiML 
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1
111 cba iiiML 
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ssslsl iLiLi
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LL 00010
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11
2

2 
















 (付-38)

ただし、  cbas iiii 
3

1
0 、 10 ls LL  である。

付-3-2. 回転子巻線の鎖交磁束数の d-q 変換

(付-5)式の電流 i を鎖交磁束数 ψに置き換えると回転子の鎖交磁束数の d、q 軸量 ψdr、ψqr

および 0 相量 ψ0rは(付-39)式となる。
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(付-39)

(付-39)式の dr に(付-27)式を代入すると、 dr は(付-40)式となる。
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(付-40)

(付-40)式の中で係数 22L を含む項の和は次式のように表される。

     drdrwdrvdru iLiiiL 2222 3232coscos
3

2
  (付-41)
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ただし、  )3/2cos()3/2cos(cos
3

2
  drwdrvdrudr iiii である。

同様に(付-40)式の中で係数 2M を含む項の和は(付-42)式となる。
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  (付-42)

ただし、途中で 0)3/2cos()3/2cos(cos   drdrdr の関係を用いた。

同様に(付-40)式の中で係数 12M を含む項の和は次式のように表される。

 cba IIIM 12
3

2
(付-43)

ただし、  )32cos()32cos()32cos()32cos(coscos   drrdrrdrraa iI 、

 )32cos()32cos()32cos(coscos)32cos(   drrdrrdrrbb iI 、

 )32cos(cos)32cos()32cos(cos)32cos(   drrdrrdrrcc iI であり、

)34cos(  r を )32cos(  r に置き換えている。

(付-43)式より、       coscos
2

1
coscos を用いて式を展開する。まず aI に

ついてまとめると(付-44)式となる。
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ai (付-44)

bI 、 cI についても aI と同様に考えると、(付-45)式および(付-46)式となる。
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(付-40)式の dr は(付-41)式～(付-46)式より次式のように表される。
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(  (付-47)

ただし、  )3/2cos()3/2cos(cos
3

2
  cbads iiii 、 (付-14)式および(付-15)式よ

り 2222 lLLL  、 2/22 LM  である。また、 23 222 LLL ls  、 23 12MLm  である。

回転子の鎖交磁束数の q 軸変換は d 軸変換と同様の計算方法で求めることができる。し

たがって、回転子の鎖交磁束数の q 軸量 qr は(付-48)式となる。

qrsqsmqsqrlqr iLiLiMiLL 21222
2

3
)

2

3
(  (付-48)

回転子の鎖交磁束数の 0 相量 r0 を求める。(付-27)式の各式 12M { }内 cba iii ,, 項のそれ

ぞれの和は零となるため、 r0 は(付-49)式となる。

)(
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2222222222220 wvuwvuwvur iLiMiMiMiLiMiMiMiL 
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 (付-49)

ただし、  wvur iiii 
3

1
0 、 20 lr LL  である。
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付-4. 誘導機の d-q 軸電圧方程式

本節では誘導機の d-q 軸電圧方程式（Park モデル）を導出する。付図 3 に誘導機に加える

電圧および誘導機に流れる電流の方向の定義を示す。付図 3 に示すように、誘導機に流れ

る電流は固定子、回転子ともに流入方向を正と定義する。固定子・回転子の電圧方程式は

次式のように表される。

・固定子の電圧方程式
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(付-50)

・回転子の電圧方程式
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(付-51)

はじめに、固定子の d-q 軸電圧方程式を導出する。(付-1)式の電流 i を電圧 e および v に

置き換えて(付-50)式を代入すると一次 d 軸電圧 vdsは(付-52)式となる。
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付図 3 誘導機における電圧、電流の方向の定義
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ds
ds

dt

d
ir 











1 (付-52)

ただし、 })32cos()32cos(cos{
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dsdt
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は(付-28)式

の ds を微分することにより求められ、(付-53)式となる。
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 (付-53)

ただし、 })32sin()32sin(sin{
3

2
  cbaqs である。

したがって、(付-53)式を(付-52)式に代入すると vdsは(付-54)式となる。

qs
ds

dsds
dt

d
irv 


 1 (付-54)

同様の手順により、一次 q 軸電圧 vqsおよび一次 0 相電圧 v0s は(付-55)式および(付-56)式と

なる。
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d
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dt

d
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 (付-56)

(付-54)式～(付-56)式に(付-36)式～(付-38)式を代入すると、vds、vqs および v0sは(付-57)式と

なる。
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(付-57)

次に、回転子の d-q 軸電圧方程式を導出する。(付-5)式の電流 i を電圧 e および v に置き

換えて(付-51)式を代入すると二次 d 軸電圧 vdr は(付-58)式となる。
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ただし、 })32cos()32cos(cos{
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  drwdrvdrudr iiii である。(付-58)式の

drdt

d







 
は(付

-39)式の dr を微分することにより求められ、(付-59)式となる。
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 (付-59)

ただし、 })32sin()32sin(sin{
3

2
  drwdrvdruqr である。したがって、(付

-59)式を(付-58)式に代入すると vdr は(付-60)式となる。

qr
dr

drdr s
dt

d
irv 


 2 (付-60)

同様の手順により、二次 q 軸電圧 vqrおよび二次 0 相電圧 v0r は(付-61)式および(付-62)式と

なる。
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d
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d
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 (付-62)

(付-60)式～(付-62)式に(付-47)式～(付-49)式を代入すると、vdr、vqr および v0rは(付-63)式と

なる。
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本研究において、誘導機は三相平衡状態で運転しているため、0 相分は発生しない。した

がって、(付-57)式および(付-63)式を行列形式で表した電圧方程式は次式となる。
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(付-64)

ただし、 dtdP / である。

付-5. 誘導機の電圧方程式における二次側諸量の一次換算

はじめに二次電圧の一次換算値について述べる。二次電圧 re とその一次換算値 reは次式

の関係が成り立つ。

I
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r a
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e

e




22

11 (付-65)

ただし、N1：固定子（一次）巻線の巻回数、N2：回転子（二次）巻線の巻回数、 Ia ：巻数

比、kw1、kw2：固定子、回転子巻線の巻線係数とする。したがって、 re は reを用いて表すと

次式のように表される。

r
I

r e
a

e 
1

(付-66)

同様に、二次電流 ri とその一次換算値 riは次式の関係が成り立つ。

Iw

w

r

r

aNk

Nk

i

i 1

11

22
'

 (付-67)

したがって、 ri は riを用いて表すと次式のように表される。

rIr iai  (付-68)

(付-66)式および(付-68)式の関係を(付-57)式に代入すると、vds および vqsは(付-69)式のよう

に表される。
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(付-69)

同様に、(付-63)式の vdrおよび vqr は(付-70)式のように表される。
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ここで、(付-70)式の 2
2

sI La は次式のように変換できる。
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ただし、一次、二次巻線の作る磁路のパーミアンスが等しい、つまり 21 gg yy  としている。

同様に、(付-69)式および(付-70)式の mI La は次式のように変換できる。
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ここで 1
2

3
LM  とすると、 MLa mI  、 MLL ls  11 、 MLaLa lIsI  2

2
2

2 と表される。よ

って、(付-64)式の誘導機の電圧方程式は次式のように書き直される。
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(付-73)

(付-73)式より、簡単のため一次換算値を表す ‘および 2
Ia を取り外し、二次側諸量はすべて

一次換算値とする。したがって、(付-73)式の二次側諸量をすべて一次換算値とした誘導機

の電圧方程式は(付-74)式のように表される。
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付-6. 誘導機の一次換算等価回路の導出

誘導機一次側 a 相、b 相、c 相に加わる電圧は三相平衡状態とすると各巻線の相電圧 eas、

ebs、ecs は次式のように表される。
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(付-75)

ただし、Es：一次相電圧の実効値、ω：電源角周波数、 t  である。誘導機一次側 a 相、b

相、c 相に流れる電流 ias、ibs、ics は各相電圧よりも位相 s 進んでいるとすると、各相の一

次電流は次式のように表される。
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(付-76)

ただし、Is：一次電流の実効値である。次に、(付-76)式の一次電流を(付-1)式に代入すると、

一次 d、q 軸電流 idsおよび iqs は(付-77)式および(付-78)式となる。
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ssI cos3 (付-78)

ただし、  )sin()sin(
2

1
cossin   、  )cos()cos(

2

1
sinsin   の関係

を用いた。(付-77)式、(付-78)式に示すように、Is および s が一定であるならば、idsと iqsは

直流量（一定値）で表される。

(付-74)式の誘導機の電圧方程式において、 MLL ls  11 、 MLL ls  22 に置き換えると、

定常状態の誘導機の電圧方程式は次式のように表される。
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ただし、
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である。

定常状態における 1 相分（a 相）の等価回路を求めるため、(付-79)式の vdsおよび vqs を eas

に逆変換する。(付-3)式の電流 i を電圧 e および v に置き換えて(付-79)式の vds および vqsを

代入すると、eas は(付-80)式となる。
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ただし、 )sincos(
3

2
 qsdsas iii  、 )sincos(

3

2
 MdMqaM vve  である。ここで、(付-80)

式中の )sincos(
3

2
1  dsqsl iiL  は(付-77)式および(付-78)式を代入すると(付-81)式となる。
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)
2

sin(21


  ssl IL (付-81)

(付-80)式は(付-81)式を代入すると(付-82)式のように表される。

aMsslasas eILire  )
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 (付-82)

前述したように、(付-79)式の idr、iqr は一次換算値である。よって、これらの電流は二次

側 u 相巻線、v 相巻線、w 相巻線に現れる電流の一次換算値を d-q 量に変換した量であるた

め角周波数は ωである。これらを iar、ibr、icrとし、各相電圧 eas、ebs、ecs より位相 r 進んで

いると仮定すると次式のように表される。
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ただし、Ir：一次側に換算された二次電流の実効値である。前述した一次電流と同様に、(付

-1)式に(付-83)式を代入することにより、二次 d、q 軸電流 idr および iqr（一次換算値）は(付

-84)式となる。
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したがって、一次側から見た eaM は(付-77)式、(付-78)式および(付-84)式を代入すると、次式

のように表される。
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また、二次側から見た aMe は(付-79)式の vdr および vqr より、次式のようにも表される。



113
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(付-86)

ただし、
s

ear ：一次側 a 相巻線からみた二次端子電圧、   sincos
3

2
qrdrar vve  、

  sincos
3

2
qrdrar iii  である。

(付-82)式、(付-85)式および(付-86)式の電圧、電流はすべて正弦波であるから、a 相の相電

圧 sin2 sas Ee  を基準とした複素数表記で表現すると、これらの式は次式のように表さ

れる。
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(付-87)

(付-87)式から、誘導機の等価回路（付図 4）が描ける。付図 4 の 1r 、 2r および 1lL 、 2lL はそ

れぞれ一次、二次巻線抵抗、一次、二次漏れインダクタンスであり、M は励磁インダクタ

ンスである。ただし、二次側諸量はすべて一次側換算値である。

付図 4 誘導機の等価回路
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付-7. 出力およびトルク

誘導機における固定子入力 Psi は次式のように表される。

abc
T
abcccbbaasi ieieieP ie (付-88)

ここで、(付-88)式の iabc および eabcは(付-4)式より、 s
dqsabc 0

1iPi  、 s
dqsabc 0

1vPe  であるから、

Psiは(付-89)式のように表される。
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ただし、 T
ss PP 1 である。前述したように、誘導機は三相平衡状態であるため、固定子入

力 Psi は(付-54)式および(付-55)式より(付-90)式となる。
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Concordia は、第 1 項は固定子磁界エネルギーの変化の割合、第 2 項はギャップを通して伝

達される電力、第 3 項は固定子抵抗の損失であるとした。また、回転子入力 Pri も同様で、(付

-60)式および(付-61)式より(付-91)式となる。
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(付-91)

次に、(付-90)式、(付-91)式の固定子（一次側）および回転子（二次側）の鎖交磁束数の

一次換算値について述べる。 (付-36)式および(付-37)式の固定子の鎖交磁束数 dsψ および qsψ

は(付-68)式を用いて一次換算値に変換すると、次式のように表される。
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前述したように、一次換算値を表す ‘は省略し、 MLa mI  、 MLL ls  11 に置き換えると、

(付-92)式は次式のように表される。
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115

次に、(付-47)式および(付-48)式の回転子の鎖交磁束数 drψ 、 qrψ の一次換算値 drψ  、 qrψ に

ついて述べる。回転子の鎖交磁束数の一次換算値は(付-66)式を用いて、二次巻線抵抗 r2 の

電圧降下を無視すると、次式が成立する。

dt

d

a
e

adt

d
e r

I
r

I

r
r

 


11
(付-94)

したがって、回転子の鎖交磁束数の一次換算値は次式となる。

rIr ψaψ  (付-95)

回転子の鎖交磁束数の一次換算値 drψ  および qr  は(付-68)式および(付-95)式を用いると次式

のように表される。
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(付-96)

前述したように、一次側換算値を表す ‘は省略し、 MLa mI  、 MLLa lsI  22
2 に置き換え

ると、(付-96)式は次式のように表される。
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(付-97)

したがって、(付-90)式および(付-91)式より、ギャップを通して伝達される電力の合計、

つまり出力 Poは(付-90)式および(付-91)の第 2 項の和となり、(付-98)式となる。
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ただし、固定子および回転子の鎖交磁束数 dsψ 、 qs 、 drψ 、 qr は(付-93)式および(付-97)

式を用いた。したがって、トルク T は Poを機械角で表した角速度 ωrで微分して得られ、(付

-99)式となる。ただし、
p

sr


 )1(  であり、p は極対数を表す。

)( drqsqrds
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(付-99)
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